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第１章 総論 
 

１ 計画の策定にあたって 

 

（１）計画策定の趣旨 

近年、全国的な人口減少、都市部への人口集中、そして核家族や共働き世帯の増加、さらに高度情報

化、科学技術の高度化、非常時も含めた安心・安全の確保など、子どもの健全な成長や子育て家庭を取

り巻く環境が変化してきています。国の動向としては、平成 24年８月に「子ども・子育て支援法」をは

じめとする子ども・子育て関連３法が制定され、幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡

充や質の向上を図り、子育てを社会全体で支える、子ども・子育て支援の新たな制度が創設されました。

平成 29 年には平成 34 年度末までに女性就業率 80％に対応できる受け皿を整備することを目標とした

子育て安心プランが発表されました。同じく平成 29 年に閣議決定された新しい経済政策パッケージの

「人づくり革命」において、幼児教育・保育の無償化、待機児童の解消などが掲げられました。また、

学童保育についても平成 30年９月に「新・放課後子ども総合プラン」が策定され、小学生になると同時

に働き方を変えざるを得ない「小１の壁」を打破するための整備が進められています。 

本町においても、平成 27年３月に「遊佐町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、平成 29年に見

直しを行うなど、地域全体で子どもと親が主体的に成長できる環境づくりを目指して、子ども・子育て

支援に取り組んできました。このたび、計画期間が満了することに伴い、子ども・子育て支援事業の現

在の利用状況や潜在的な利用希望を含めたニーズを把握し、質の高い教育・保育及び地域子ども・子育

て支援事業を計画的に実施するとともに、次世代育成支援、少子化対策、学童期の放課後対策等をより

一層推進するため、次世代育成支援対策推進法及び子ども・子育て支援法にもとづく町の子ども・子育

て支援事業計画として、令和２年度から令和６年度を計画期間とする「第２期遊佐町子ども・子育て支

援事業計画」を策定します。 

 

図：社会環境の変化と子育て環境への影響 
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表：平成 27年度以降の主な子ども・子育て支援に関する政策など 

年度 法律・制度など 内容 

平成 27年度 少子化社会対策大綱改定 結婚、妊娠・出産、子育ての各段階に応じた切れ目のな

い取り組み、地域・企業など社会全体としての取り組み、

多子世帯への一層の配慮、男女の働き方改革、地域の実

情に即した取り組み強化、平成 27 年度からの５年間を

「集中取組期間」としている 

平成 28年度 ニッポン一億総活躍プラン 保育士の待遇について、新たに２％相当の改善。平成 30

年以降も保育の確保に取り組む 

切れ目のない保育のための

対策 

待機児童解消に向けて取り組む市町村を指導するため、

施設整備、入所予約制、保育コンシェルジュの展開など

を明確化 

児童福祉法改正 児童虐待についての発生予防から自立支援まで一連の

対策の更なる強化に向けた、児童福祉法の理念明確化、

子育て世代包括支援センター設置についての法定化 

平成 29年度 新しい経済政策パッケージ 「人づくり革命」において、幼児教育・保育の無償化、

待機児童の解消、高等教育の無償化などを掲げる 

平成 30年度 子ども・子育て支援法一部

改正 

事業主拠出金の率を引き上げ、充当対象の拡大、待機児

童等の取り組み支援など 

新・放課後子ども総合プラ

ン 

平成 35 年度末までに放課後児童クラブの約 30 万人分

の受け皿拡大と一体型放課後子ども教室の促進 

令和元年度 幼児教育・保育の無償化 認可保育サービスや幼稚園、認定こども園の利用につい

て０～２歳の住民税非課税世帯、３～５歳の全世帯を対

象に実施 
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（２）踏まえるべき国の政策動向 

 

①子育て安心プラン等を踏まえた動き 

待機児童の解消に向けた保育の受け皿拡大を図るため、「待機児童解消加速化プラン」の次期計画と

なる「子育て安心プラン」が平成 29年６月に策定され、女性就業率 80％に対応できる 32万人分の保育

の受け皿整備を令和２年度末までに実施することとされました。 

また、子育て安心プラン等による待機児童に向けて、子ども・子育て支援法に基づく基本指針（平成

30年３月 30日告示・４月１日施行）の改正が行われました。 

 

②幼児教育・保育の無償化 

平成 29年の「働き方改革実行計画」や「経済財政運営と改革の基本方針 2017（骨太の方針 2017）」に

おいて実施が提言されており、その後、平成 30年の内閣府「子ども・子育て会議」において、幼児教育

無償化の制度の具体化に向けた方針の概要が示されました。これにより、令和元年 10月から、教育・保

育施設の利用料が一部無償化されました。 

 

表：幼児教育・保育の無償化の施設、対象と内容 

教育・保育施設 対象と無償化の内容 

幼稚園、保育所、 

認定こども園 

●３～５歳：幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育、企業主導型

保育（標準的な利用料）の利用料無償化 

●０～２歳：上記の施設を利用する住民税非課税世帯を対象として無償

化 

幼稚園の預かり保育 

●保育の必要性の認定を受けた場合、幼稚園に加え、利用実態に応じて、

月額 1.13万円までの範囲で無償化 

※保育の必要性の認定：２号認定又は２号認定と同等の認定（無償化給付のために新た

に法制化） 

※預かり保育は子ども・子育て支援法の一時預かり事業（幼稚園型）と同様の基準を満

たすよう指導・監督 

認可外保育施設等 

●３～５歳：保育の必要性の認定を受けた場合、認可保育所における保

育料の全国平均額（月額 3.7万円）までの利用料を無償化 

●０～２歳：保育の必要性があると認定された住民税非課税世帯の子ど

もたちを対象として、月額 4.2万円までの利用料を無償化 

 

③放課後児童クラブの受け入れ拡大 

近年の女性就業率の増加等により、共働き世帯の児童数はさらに増える見通しで、放課後児童クラブ

については、更なる受け皿の拡大が求められています。 

また、平成 30年９月に文部科学省等より示されている「新・放課後子ども総合プラン」において、放

課後児童クラブの待機児童の解消及び「小１の壁」を打破するための各方策について、子ども・子育て

支援事業計画又は行動計画に盛り込むこととされています。 
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（３）計画の位置づけ 

 本計画は、子ども・子育て支援法第 61条にもとづく市町村子ども・子育て支援事業計画で、すべての

子どもの健やかな成育環境を整備し、子ども・子育て家庭を社会全体で支援することを目的とするもの

です。子ども・子育て支援新制度の趣旨に基づき、「①質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供」

「②地域の子育ての一層の充実」「③待機児童ゼロの継承」を目指します。また、次世代育成支援対策推

進法第８条に基づく、「市町村行動計画」を一体的に策定するものとします。 

 なお、本計画の策定にあたっては、上位計画である「遊佐町総合発展計画（第８次遊佐町振興計画）」

や、関連する分野別計画と連携・整合を図ります。 

 また、子ども・子育て支援事業計画の一部の事業は、東京への一極集中を是正し、地方の人口減少に

歯止めをかけ、国全体の活力を上げることを目的として制定された、まち・ひと・しごと創生法第 10条

に基づく「まち・ひと・しごと創生遊佐町総合戦略」の事業としても位置づけています。 

 

図：計画の位置づけ 

 

 

  

遊佐町総合発展計画（第８次遊佐町振興計画） 

各種事業 

第２期 遊佐町 

子ども・子育て 

支援事業計画 

・遊佐町地域福祉計画（第３期） 

・第２次遊佐町男女共同参画計画 

～男女（みんな）のプラン～ 

・母子保健計画 すこやか親子ゆざ 21（第２次） 

・健康ゆざ 21計画(第３次) 

・第５期遊佐町障がい福祉計画 

・第２次遊佐町教育振興基本計画    等 
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（４）計画の期間 

本計画は、令和２年度を初年度とし令和６年度までの５年間を計画期間とします。 

 

図：計画期間 

H27 H28 H29 H30 H31/R1 R2 R3 R4 R5 R6 

          

 

 

（５）計画策定の方法 

 本計画を策定するにあたり、子育て世帯の実態や意向を把握するため、「子ども・子育て支援に関する

ニーズ調査」を平成 31年１月に実施しました。 

 また、町民、関係団体、有識者からなる「遊佐町子ども・子育て会議」において、子ども・子育て支

援のあり方について、議論をしました。 

 

表：子ども・子育て支援に関するニーズ調査 実施概要 

対象 発送数 有効回収数 有効回収率 

就学前児童保護者 362票 278票 76.8% 

小学生児童保護者 422票 380票 90.0% 

合計 784票 658票 83.9% 

 

 

  

遊佐町子ども・子育て支援事業計画 

第２期 遊佐町子ども・子育て支援事業計画 
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２ 子ども達を取り巻く町の状況 

 

（１）人口 

①人口構成ピラミッド 

平成 31年 4月 1日現在の本町の総人口は、13,849人となっています。人口構成は男女ともに「65歳

～69歳」が最も多くなっています。一方、「15～19歳」以下では、年齢が低くなるとともに、少なくな

っています。 

 

図：人口構成ピラミッド 

 

資料：住民基本台帳（平成 31年 4月 1日現在） 
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②人口動態 

 社会動態は、平成 25年以降、転出が転入を上回る社会減の状態が続いています。また、自然動態は、

死亡数が出生数を上回る自然減の状態が続いています。 

 

表：各年の人口動態(各年１月～12月、単位：人) 

  社会動態 自然動態 

転入数 転出数 社会増加数 出生数 死亡数 自然増加数 

平成 25年 270 373 △ 103 77 265 △ 188 

平成 26年 253 373 △ 120 61 252 △ 191 

平成 27年 279 321 △ 42 60 261 △ 201 

平成 28年 217 322 △ 105 69 273 △ 204 

平成 29年 270 288 △ 18 72 248 △ 176 

資料：住民基本台帳 

 

 

③年齢５区分別人口の推移 

 本町の 14歳以下の人口は平成 26年以降、減少しています。また、15歳～39歳、40歳～64歳の人口

も減少しています。一方で、65～74歳の人口は増加しています。75歳以上の人口は、平成 26年から平

成 30年までは減少していますが、平成 30年以降は横ばいとなっています。 

 

図：年齢５区分別人口推移 

 
資料：住民基本台帳（各年 4月 1日現在） 
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④出生数と合計特殊出生率の推移 

本町の出生数は平成 25 年から平成 27 年まで減少し、平成 27 年から平成 29 年までは増加していま

す。平成 29年は平成 27年と比較して、12人増加しました。 

一方、１人の女性が一生の間に産む平均の子どもの数の指標に用いられる合計特殊出生率は、平成 26

年から平成 29年までは、増加しています。平成 29年は平成 26年と比較して、0.41増加し、1.67とな

っています。 

 

図：出生数の推移 

 

資料：住民基本台帳 

 

図：合計特殊出生率の推移 

 

資料：山形県子育て支援課 
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⑤婚姻・離婚件数の推移 

 本町の婚姻件数は、年によって変動があります。一方、離婚件数は、平成 25年から平成 27年まで減

少し、平成 27年から平成 29年までは微増となっています。 

図：婚姻・離婚件数の推移 

 

資料：山形県人口動態統計 

 

（２）世帯 

①世帯数の状況 

世帯数は平成２年以降、減少傾向です。平成 27 年には 4,509 世帯となっています。平均世帯人員に

ついても平成２年以降、減少しています。平均世帯人員は平成２年と比較して、約１人減少となってい

ます。 

 

図：世帯数と平均世帯人員の推移 

 

資料：国勢調査  
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②家族類型 

 本町では全国や山形県と比較して、核家族の割合が低く、６歳未満の子どものいる世帯のうち核家族

世帯は 27.8％、18 歳未満の子どものいる世帯のうち核家族世帯は 29.3％となっています。一方、本町

の平成 22年と比較して、平成 27年は６歳未満の子どものいる世帯、18歳未満の子どものいる世帯とも

に核家族が占める割合が高くなっています。 

 また、18歳未満の子どものいる世帯数に占めるひとり親世帯の割合は全国や山形県と比較して、低く

なっています。一方、本町の平成 22年と比較して、増加しています。３世代世帯の割合は全国や山形県

と比較して、高くなっています。一方、本町の平成 22年と比較して、減少しています。 

 

表：家庭類型（単位：世帯） 
  

総世帯数 

A 

６歳未満の 18歳未満の 
 

３世代世帯 

G 

G/A 

子どものい

る世帯数 B 

B/A 

核家族世帯 

C 

C/B 

子どものい

る世帯数 D 

D/A 

核家族世帯 

E 

E/D 

ひとり親

世帯 F 

 F/D 

遊佐町 

（H22） 
4,594 

403 74 1,214 280 29 1,438 

8.8% 18.4% 26.4% 23.1% 2.4% 31.3% 

遊佐町 

（H27） 
4,494 

334 93 1,012 297 45 1,146 

7.4% 27.8% 22.5% 29.3% 4.4% 25.5% 

山形県 

（H27） 
392,288 

37,399 21,985 98,085 53,742 5,301 69,751 

9.5% 58.8% 25.0% 54.8% 5.4% 17.8% 

全国 

（H27） 
53,331,797 

4,617,373 3,979,860 11,471,850 9,521,027 759,107 3,023,024 

8.7% 86.2% 21.5% 83.0% 6.6% 5.7% 

資料：国勢調査 
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（３）就労と未婚率の状況 

 女性の年齢階層別労働力率をみると、本町は全国や山形県よりも高くなっています。全国の数値では

出産・子育て期にあたる 30歳代は、女性の労働力率は一時期低くなるＭ字型曲線※を描いています。 

本町でも、30歳代に減少するＭ字型曲線がみられますが、全国や山形県と比較して働いている女性の

割合が高くなっています。また、未婚率は全国と比較して低く、山形県と概ね同水準となっており、既

婚女性のうち、仕事や家事、子育て等の両立に努めている女性が多い状況が推測されます。 

 

図：年齢階層別労働力率 

 

資料：国勢調査 

図：年齢階層別未婚率 

 

 資料：国勢調査 

 

※Ｍ字型曲線：国の女性労働者の年齢階層別の労働力率（15歳以上人口に占める労働力人口の割合）をグラフに表すと、

30 歳代前半で減少するＭ字カーブを描くことから、女性労働者の働き方をＭ字型曲線といいます。Ｍ字

型曲線は 1960年代後半からみられるようになり、日本女性の働き方の特徴であり、「中断再就職型」ライ

フスタイルをとる女性が多いことを示していますが、近年はＭ字型が緩やかになっている傾向がみられ、

欧米の形状に近づきつつあります。 
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（４）保育園・認定こども園、小・中学校の状況 

①保育園・認定こども園利用者数の推移 

 町内には、遊佐、藤崎、吹浦の３つの保育園と認定こども園杉の子幼稚園が設置されています。認定

こども園の保育目的の利用を含めた保育の利用者は増加傾向にあります。一方認定こども園の教育目的

の利用は減少傾向にあります。また、町外の施設を利用している人数も増加傾向にあります。 

 年齢別の人口に占める保育園・認定こども園の利用者の割合の推移をみると、平成 31年は平成 27年

と比較して、「１歳」が 27.3ポイント、「２歳」が 15.7ポイント増加しています。 

 

表：各保育園・認定こども園の利用状況（単位：人） 
 

町内 町外 

保育 教育 
合計 

[町内] 
酒田市 秋田県 

合計 

[町外] 遊佐 藤崎 吹浦 
杉の子 

[保育] 

合計 

[保育] 

杉の子 

[教育] 

H27 99 57 83 66 305 56 361 17 1 18 

H28 84 60 73 73 290 51 341 16 1 17 

H29 85 49 62 87 283 33 316 19 2 21 

H30 82 57 69 102 310 20 330 19 3 22 

H31 85 72 64 113 334 18 352 22 2 24 

資料：町健康福祉課 (各年４月入所状況) 

 

図：年齢別の保育園・認定こども園の利用率の推移 

 

資料：町健康福祉課(各年４月入所状況) 
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②児童生徒数の推移 

 本町には小学校が５校、中学校が１校あります。児童数・生徒数は減少傾向となっており、平成 31年

は小学生が 522人、中学生が 311人となっています。平成 31年は平成 27年と比較して、小学生は 52人

減少、中学生は 62人減少しています。 

小学校・中学校別の児童数・生徒数の状況では、小学校のうち遊佐小学校が 173人と最も多く、次い

で藤崎小学校が 120人となっています。 

 

図：児童数・生徒数の推移（各年４月１日現在） 

 
 

表：小学校・中学校別の児童数・生徒数の状況（平成 31年４月１日現在、単位：人） 

 
児童数 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計 

蕨岡小学校 12 9 18 9 7 10 65 

遊佐小学校 24 26 36 35 28 24 173 

高瀬小学校 14 17 17 13 17 7 85 

吹浦小学校 16 10 17 14 15 7 79 

藤崎小学校 15 19 20 19 24 23 120 

小学校計 81 81 108 90 91 71 522 

 
生徒数 

１年 ２年 ３年 
 

合計 

遊佐中学校 102 104 105 311 

資料：町教育委員会 
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③放課後児童クラブ（学童保育）の状況 

 放課後児童クラブの利用者数は平成 27 年以降、50 人から 80 人の間で推移しています。低学年は 40

人から 60人、高学年は 10人から 30人の間で推移しています。 

また、本町には２つの放課後児童クラブの施設があります。利用者数について、「ぽっかぽかクラブ」

は 40人から 60人、「あそぶ塾」は 10人～30人の間で推移しています。 

 

図：放課後児童クラブ（学童保育）の利用者数の推移 

 

 

表：放課後児童クラブの施設別利用者数の状況（各年度５月１日現在、単位：人） 
 

ぽっかぽかクラブ 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計 

H27 13 14 15 4 5 4 55 

H28 19 9 9 1 3 0 41 

H29 12 20 7 4 0 1 44 

H30 15 11 13 5 3 0 47 

R1（H31） 17 9 8 8 6 2 50 
 

あそぶ塾 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計 

H27 5 1 8 3 4 1 22 

H28 3 3 1 4 2 0 13 

H29 7 3 5 1 3 1 20 

H30 6 8 6 4 1 3 28 

R1（H31） 4 7 5 6 4 1 27 

資料：町健康福祉課  
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３ ニーズ調査結果からみた現状  

 

計画策定に係る基礎資料として、就学前児童・小学生児童の保護者の方を対象に、保育ニーズや町の

子育て支援サービスへの要望等の把握を目的として、アンケート調査1を実施しました。以下のとおり、

調査結果を抜粋し、掲載します。 

 

(１) 育児者の状況 

①就学前児童 

 主な育児者は、「父母ともに」が 52.5％と最も高く、次いで「主に母親」が 40.6％となっています。

また、「父母ともに」と「主に母親」の割合は前回と比較して、概ね変化はありません。 

 父親の育児参加は「毎日する」が 51.1％と最も高く、次いで「ときどきする」が 29.1％となっていま

す。「あまりしない」と「まったくしない」の合計は 8.3％となっています。 

 

図：主に子育てしている人 

 

 

図：父親の子育てへの関わり 

 
 

  

                             
1 前回調査：平成 26年子ども・子育て支援に関するニーズ調査 

今回調査：平成 31年子ども・子育て支援に関するニーズ調査 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査(402件)

今回調査(278件)

父母ともに 主に母親 主に父親 主に祖父母 その他 無回答

51.1 29.1 6.8

2.5

6.1 4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(278件)

毎日する ときどきする あまりしない まったくない 父はいない 無回答
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②小学生児童 

 主な育児者は、「父母ともに」が 54.7％と最も高く、次いで「主に母親」が 36.8％となっています。

前回と比較して、「父母ともに」が 6.0ポイント増加しています。 

 父親の育児参加は「毎日する」が 38.7％と最も高く、次いで「ときどきする」が 37.4％となっていま

す。「あまりしない」と「まったくしない」の合計は 13.1％となっています。 

 

図：主に子育てしている人 

 

 

図：父親の子育てへの関わり 

 

 

 

 

 

  

48.7
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38.8

36.8

2.4

1.8

7.8

3.4

1.4

0.8

0.9

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査(632件)

今回調査(380件)

父母ともに 主に母親 主に父親 主に祖父母 その他 無回答

38.7 37.4 10.5

2.6

6.8 3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(380件)

毎日する ときどきする あまりしない まったくない 父はいない 無回答

●主な育児者について、就学前児童においては、「父母ともに」と「主に母親」の割合に概ね変化はあ

りませんでしたが、小学生児童においては、「父母ともに」が 6.0ポイント増加しています。 

●父親の育児参加について、「毎日する」は就学前児童で 51.1％と小学生児童の 38.7％と比較して、

高くなっています。また、「毎日する」と「ときどきする」の合計も就学前児童で 80.2％と小学生児

童の 76.1％と比較して、高くなっています。 



17 

 

(２) 子育てに関する不安や悩み 

①就学前児童 

 子育ての負担感について、「なんとなく負担を感じる」が 38.1％と最も高く、次いで「あまり負担は

感じない」が、33.5％となっています。前回と比較して、「なんとなく負担を感じる」が 6.8ポイント増

加している一方で、「あまり負担は感じない」が 4.6ポイント減少しています。 

 

図：子育ての負担感 

 

 

 子育てをするうえで特に負担に思うことは、「自分の自由な時間がもてない」が 66.4％と最も高く、

次いで「子育てによる身体の疲れが大きい」が 45.9％、「子育てで出費がかさむ」が 40.2％となってい

ます。 

 

図：子育てするうえで特に負担に思うこと 
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その他
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 子育てに関して日常悩んでいることは、「食事や栄養に関すること」が 33.8％と最も高く、次いで「病

気や発育・発達に関すること」が 27.3％となっています。前回と比較して、「子どもとの時間が十分と

れないこと」が 11.6ポイント減少しています。 

 

図：子育てに関して日常悩んでいること 
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その他
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無回答
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②小学生児童 

 子育ての負担感について、「あまり負担は感じない」が 42.1％と最も高く、次いで「なんとなく負担

を感じる」が 28.7％となっています。前回と比較して、「なんとなく負担を感じる」が 5.9 ポイント増

加している一方で、「まったく感じない」が 5.3ポイント減少しています。 

 

図：子育ての負担感 

 

 子育てをする上で、特に負担に思うことは、「自分の自由な時間がもてない」が 58.5％、次いで「子

育てで出費がかさむ」が 53.3％、「子育てによる身体の疲れが大きい」が 42.2％となっています。前回

と比較して、「夫婦で余暇などを楽しむ時間がない」が 7.7ポイント増加しています。 

 

図：子育てする上で特に負担に思うこと 

  

3.3

6.8

22.8

28.7

43.2

42.1

17.1

11.8

10.6

9.7

3.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査(632件)

今回調査(380件)

非常に負担を感じる なんとなく負担を感じる あまり負担は感じない まったく感じない 何ともいえない 無回答

46.7

54.5

54.5

18.2

18.2

9.1

15.2

1.8

10.3

1.8

42.2

53.3

58.5

25.9

18.5

11.1

11.9

3.7

9.6

3.7

0% 20% 40% 60% 80%

子育てによる身体の疲れが大きい

子育てで出費がかさむ

自分の自由な時間がもてない

夫婦で余暇などを楽しむ時間がない

仕事が十分にできない

子育ての大変さを身近な人が理解してくれない

目が離せないので気が休まらない

子どもが病気がちである

その他

無回答

前回調査(632件) 今回調査(380件)
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 子育てに関して日常悩んでいることは、「子どもとの時間が十分とれないこと」が 27.6％と最も高く、

次いで「悩んでいることは特にない」が 23.7％、「食事や栄養に関すること」が 21.6％となっています。 

 前回と比較して「子どもとの時間が十分とれないこと」は 14.6ポイント減少している一方で、「悩ん

でいることは特にない」は 8.7ポイント増加しています。 

 

図：子育てに関して日常悩んでいること 

  

 

 

 

 

 

  

21.8

22.9

7.4

1.9

16.3

42.2

9.8

6.8

5.5

1.7

6.2

1.9

1.3

3.6

15.0

9.2

19.2

21.6

9.5

1.3

12.9

27.6

10.3

9.5

7.1

3.4

10.8

2.4

2.1

3.4

23.7

10.0

0% 20% 40% 60%

病気や発育・発達に関すること

食事や栄養に関すること

育児の方法がよくわからない・育児に自信がもてない

話し相手や相談相手がいないこと

仕事や自分のやりたいことが十分にできないこと

子どもとの時間を十分とれないこと

子育てに関しての配偶者の協力が少ないこと

配偶者と子育てに関して意見があわないこと

自分の子育てについて周りのみる目が気になること

配偶者以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

子育てが精神的負担になりストレスがたまること

どこに、誰に相談したらいいかわからない

子育て支援サービスの内容や利用・申し込み方法がよくわからない

その他

悩んでいることは特にない

無回答

前回調査(632件) 今回調査(380件)

●子育ての負担感について、就学前児童と小学生児童ともに「なんとなく負担を感じる」が増加しま

した。また、「なんとなく負担を感じる」は就学前児童で 38.1％と小学生児童の 28.7％と比較して

高くなっています。 

●子育てをする上で、特に負担に思うことについては、順番に前後がありますが、就学前児童と小学

生児童ともに、「自分の自由な時間がもてない」、「子育てで出費がかさむ」、「子育てによる身体の疲

れが大きい」が上位の３つとなっています。また、就学前児童では、「目が離せないので気が休まら

ない」が小学生児童と比較して高くなっています。 

●子育てに関して日常悩んでいることは、順番に前後がありますが、就学前児童と小学生児童ともに、

「食事や栄養に関すること」、「病気や発育・発達に関すること」、「子どもとの時間が十分とれない

こと」が上位の３つとなっています。また、就学前児童では、「育児の方法がよくわからない・育児

に自信がもてない」と「仕事や自分のやりたいことが十分にできないこと」が小学生児童と比較し

て高くなっています。「悩んでいることは特にない」は小学生児童で 23.7％と就学前児童の 15.1％

と比較して高くなっています。 
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(３) 子育て支援サービスの状況 

①就学前児童 

 子育て支援事業の認知度について、「一時保育」と「延長保育」、「子育て支援センター」が９割近くと

なっています。利用経験については「子育て支援センター」が 65.5％と最も高く、次いで「延長保育」

が 43.2％となっています。今後の利用意向は「子育て支援センター」が 68.0％と最も高く、次いで「延

長保育」が 53.2％となっています。利用経験と今後の利用意向の差は「放課後児童クラブ[学童保育]」

が 39.3ポイントと最も大きく、次いで「病後児保育」が 36.7ポイントとなっています。 

 

図：子育て支援事業の認知度・利用経験・今後の利用意向 

 

  

60.4

85.3

85.6

41.0

60.1

86.3

34.5

73.0

46.4

47.5

66.5

47.8

82.7

21.2

26.6

43.2

0.7

7.2

65.5

1.4

33.1

2.9

1.1

34.2

20.5

12.9

25.9

37.1

53.2

10.1

34.5

68.0

24.5

50.0

39.6

30.2

45.3

43.9

52.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

マタニティ教室

一時保育

延長保育

障がい児保育

教育相談

子育て支援センター

ファミリー・サポート・センター

児童センター・児童館

病後児保育

こころの相談

子育て支援サービスの手引き

ホームページ

放課後児童クラブ［学童保育］

認知度(278件) 利用経験(278件) 今後の利用意向(278件)
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②小学生児童 

 子育て支援事業の認知度について、「一時保育」と「延長保育」、「子育て支援センター」、「放課後児童

クラブ[学童保育]」が他と比較して高くなっています。利用経験については「子育て支援センター」が

65.3％と最も高く、次いで「延長保育」が 51.8％となっています。今後の利用意向は「子育て支援セン

ター」が 43.7％と最も高く、次いで「児童センター・児童館」が 31.8％となっています。利用経験と今

後の利用意向の差は「病後児保育」が 17.1ポイントと最も大きく、次いで「教育相談」と「こころの相

談」が 36.7ポイントとなっています。 

 

 

  

56.8

83.2

86.1

33.4

65.3

89.7

36.3

70.3

38.7

52.1

62.6

46.3

90.0

27.1

35.3

51.8

1.3

7.4

65.3

3.2

38.7

1.1

1.6

28.2

16.6

38.4

7.4

13.9

24.2

6.8

22.1

43.7

13.2

31.8

18.2

16.3

22.1

29.7

29.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

マタニティ教室

一時保育

延長保育

障がい児保育

教育相談

子育て支援センター

ファミリー・サポート・センター

児童センター・児童館

病後児保育

こころの相談

子育て支援サービスの手引き

ホームページ

放課後児童クラブ［学童保育］

認知度(380件) 利用経験(380件) 利用意向(380件)

●子育て支援事業の認知度と利用経験、今後の利用意向について、サービスの対象者による違いがみら

れるものの、就学前児童と小学生児童ともに同様の項目が上位になっている傾向がみられます。 

●利用経験と今後の利用意向の差は就学前児童では、「放課後児童クラブ[学童保育]」が最も大きくなっ

ている一方で、小学生児童では、「放課後児童クラブ[学童保育]」の利用経験が利用意向を上回る結果

となっています。 
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(４) 町に望む子育て支援 

①就学前児童 

 子育てしやすい環境の充実のために必要な支援策は「子連れでも出かけやすく楽しめる場所を身近に

もっと増やしてほしい」が 65.5％と最も高く、次いで「冬期間や雨天時に屋内で子どもが安心して遊べ

る場所がほしい」が 47.8％となっています。前回と比較して、「冬期間や雨天時に屋内で子どもが安心

して遊べる場所がほしい」が 26.6ポイント、「親子が安心して集まれる身近な場、イベントの機会がほ

しい」が 10.2ポイント、「子連れでも出かけやすく楽しめる場所を身近にもっと増やしてほしい」が 7.9

ポイント減少しています。 

 

図：子育てしやすい環境の充実のために必要な支援策 

 

  

36.8

73.4

74.4

12.7

23.6

14.7

25.6

28.4

5.5

10.2

3.2

2.2

4.0

26.6

65.5

47.8

13.3

20.5

13.3

21.6

31.7

9.7

14.0

4.7

6.5

6.8

0% 20% 40% 60% 80%

親子が安心して集まれる身近な場、

イベントの機会がほしい

子連れでも出かけやすく楽しめる場所を

身近にもっと増やしてほしい

冬期間や雨天時に屋内で子どもが

安心して遊べる場所がほしい

子育てに困ったときに相談したり、

情報が得られたりできる場や仕組みがほしい

保育所で多様なニーズ

（延長保育、一時保育など）に対応してほしい

誰でも気軽に利用できるNPOなどによる

保育サービスがほしい

安心して子どもが医療機関に

かかることができる体制を整備してほしい

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、

企業に対して職場環境の改善を働きかけてほしい

公営住宅における多子世帯の優先入居など、

住宅面の配慮がほしい

子育てについて学ぶことができる

機会をつくってほしい

その他

特にない

無回答

前回調査(402件) 今回調査(278件)
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②小学生児童 

 子育てしやすい環境の充実のために必要な支援策は「冬期間や雨天時に屋内で子どもが安心して遊べ

る場所がほしい」が 48.4％と最も高く、次いで「子連れでも出かけやすく楽しめる場所を身近にもっと

増やしてほしい」が 46.8％、「残業時間の短縮や休暇の取得促進など、企業に対して職場環境の改善を

働きかけてほしい」が 28.2％となっています。 

前回と比較して、「冬期間や雨天時に屋内で子どもが安心して遊べる場所がほしい」が 20.0ポイント、

「安心して子どもが医療機関にかかることができる体制を整備してほしい」が 10.0 ポイント減少して

いる一方で、「特にない」が 8.3ポイント増加しています。 

 

図：子育てしやすい環境の充実のために必要な支援策 

 

  

23.6

49.1

68.4

9.8

9.3

11.6

27.1

27.5

2.7

5.1

2.2

5.9

4.7

18.7

46.8

48.4

9.7

11.6

10.5

17.1

28.2

6.1

5.5

4.2

14.2

7.1

0% 20% 40% 60% 80%

親子が安心して集まれる身近な場、

イベントの機会がほしい

子連れでも出かけやすく楽しめる場所を

身近にもっと増やしてほしい

冬期間や雨天時に屋内で子どもが

安心して遊べる場所がほしい

子育てに困ったときに相談したり、

情報が得られたりできる場や仕組みがほしい

保育所で多様なニーズ

（延長保育、一時保育など）に対応してほしい

誰でも気軽に利用できるNPOなどによる

保育サービスがほしい

安心して子どもが医療機関に

かかることができる体制を整備してほしい

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、

企業に対して職場環境の改善を働きかけてほしい

公営住宅における多子世帯の優先入居など、

住宅面の配慮がほしい

子育てについて学ぶことができる

機会をつくってほしい

その他

特にない

無回答

前回調査(632件) 今回調査(380件)

●前回との比較では、就学前児童と小学生児童ともに「冬期間や雨天時に屋内で子どもが安心して遊べ

る場所がほしい」が大きく減少しています。また、小学生児童では「特にない」が増加しています。 

●町に望む子育て支援について、順番に前後がありますが、就学前児童と小学生児童ともに「冬期間や

雨天時に屋内で子どもが安心して遊べる場所がほしい」と、「子連れでも出かけやすく楽しめる場所を

身近にもっと増やしてほしい」が他の選択肢より高くなっています。 
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(５) 町の子育て支援施策の重要度と満足度の分析 

①就学前児童 

 子育て支援施策について、「④産休・育休から保育への切れ目ないサービス提供」、「⑤仕事と子育ての

両立支援」、「⑨教育環境の充実」、「⑩子どもの安全の確保、生活環境の整備」は満足度が平均値より低

く、重要度が平均値より高くなっているため、優先して対策する必要がある施策となっています。 

 

②小学生児童 

 子育て支援施策について、「⑤仕事と子育ての両立支援」、「⑩子どもの安全の確保、生活環境の整備」

は満足度が平均値より低く、重要度が平均値より高くなっているため、優先して対策する必要がある施

策となっています。 

 

 
【①満足度】満足＝5点、やや満足＝4点、どちらともいえない＝3点、やや不満＝2点、不満＝1点 
【②重要度】重要＝5点、やや重要＝4点、どちらともいえない＝3点、あまり重要ではない＝2点、重要ではない＝1点 

※満足度と重要度について、各回答を上記のように得点化し、横軸に満足度の平均得点、縦軸に重要度の平
均得点を使用して、主要施策ごとの満足度と重要度の関係を整理したものが上記のプロット図です。  

①認定こども園、保育所、幼

稚園のサービス量の確保

②地域子ども・子育て支援事

業の推進

③教育・保育の一体的な提供

（認定こども園）の推進

④産休・育休から保育への切

れ目ないサービス提供

⑤仕事と子育ての両立支援

⑥県と連携した、子どもの虐

待防止、ひとり親家庭の自立

支援、障がい児施策の推進

⑦情報提供・交流等の子育て

支援のネットワークづくり

⑧子どもと親の健康の確保

⑨教育環境の充実

⑩子どもの安全の確保、生活

環境の整備

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

4.2

4.3

4.4

4.5

4.6

4.7

4.8

3.0 3.2 3.4 3.6 3.8 4.0 4.2

平
均
値

平均値

満足度

重
要
度

①認定こども園、保育所、幼

稚園のサービス量の確保

②地域子ども・子育て支援事

業の推進

③教育・保育の一体的な提供

（認定こども園）の推進

④産休・育休から保育への切

れ目ないサービス提供

⑤仕事と子育ての両立支援

⑥県と連携した、子どもの虐

待防止、ひとり親家庭の自立

支援、障がい児施策の推進

⑦情報提供・交流等の子育て

支援のネットワークづくり

⑧子どもと親の健康の確保

⑨教育環境の充実

⑩子どもの安全の確保、生活

環境の整備

3.7

3.8

3.9

4.0

4.1

4.2

4.3

4.4

4.5

4.6

4.7

4.8

3.0 3.2 3.4 3.6 3.8 4.0 4.2

平
均
値

平均値

満足度

重
要
度
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(６) 就学前児童の保育と小学生児童の放課後の過ごし方の希望 

①就学前児童 

平日に定期的な教育・保育事業を「利用している」は 75.2％となっています。利用している施設につ

いては、「認可保育園」が 56.9％と最も高くなっています。前回と比較して、「認定こども園」が 31.2ポ

イント増加している一方で、「幼稚園」が 23.7ポイント、「認可保育園」が 7.0ポイント、「幼稚園の預

かり保育」が 6.5ポイント減少しています。 

 

図：平日の定期的な教育・保育事業の利用状況 

 

 

図：平日の定期的な教育・保育事業で利用している施設 

 

  

79.4

75.2

19.9

20.1

0.7

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査(402件)

今回調査(278件)

利用している 利用していない 無回答

32.3

12.2

63.9

1.3

項目なし

0.6

0.9

項目なし

0.0

0.0

0.0

0.9

0.3

8.6

5.7

56.9

32.5

0.5

0.5

0.5

1.4

0.0

0.0

0.0

0.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育園

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

前回調査(402件) 今回調査(278件)



27 

 

 土曜日に定期的な教育・保育事業の利用は、「利用する必要がない」が 54.0％と最も高く、次いで「月

に１～２回は利用したい」が 29.5％、「ほぼ毎週利用したい」が 14.7％となっています。 

日曜日・祝日の定期的な教育・保育事業の利用希望は、「利用する必要がない」が 79.1％と最も高く、

次いで「月に１～２回は利用したい」が 16.5％、「ほぼ毎週利用したい」が 1.8％となっています。 

長期休暇の定期的な教育・保育事業の利用希望は、「利用する必要はない」が 34.8％と最も高く、次

いで「休みの期間中、週に数日利用したい」が 26.1％、「休みの期間中、ほぼ毎週利用したい」は 17.4％

となっています。 

 

図：土曜・休日などの定期的な教育・保育の利用希望 

 

 

 

  

54.0

79.1

29.5

16.5

14.7

1.8

1.8

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土曜日(278件)

日曜日・祝日(278件)

利用する必要はない 月に１～２回は利用したい ほぼ毎週利用したい 無回答

34.8 17.4 26.1 21.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

長期休暇(23件)

利用する必要はない 休みの期間中、ほぼ毎日利用したい 休みの期間中、週に数日利用したい 無回答
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②小学生児童 

放課後の過ごし方の希望については、低学年では、「自宅」が 72.7％と最も高く、次いで「習い事(ピ

アノ教室、サッカークラブ、学習塾など)」が 33.3％、「放課後児童クラブ(学童保育)」が 26.9％となっ

ています。高学年では、「自宅」が 80.1％と最も高く、次いで「習い事(ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾など)」が 39.7％、「祖父母宅や友人・知人宅」が 16.4％となっています。 

高学年では「放課後児童クラブ(学童保育)」が低学年と比較して、18.0ポイント減少しています。 

 

図：放課後の過ごし方の希望 

 

  

72.7

12.0

33.3

1.4

13.0

26.9

0.0

4.6

1.9

80.1

16.4

39.7

1.4

7.5

8.9

0.0

5.5

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカー

クラブ、学習塾など）

児童館

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

低学年児童(216件) 高学年児童(146件)
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 地区別では、吹浦地区で「放課後子ども教室」が 41.7％と他の地区と比較して高くなっている一方で、

「自宅」が低くなっています。「放課後児童クラブ〔学童保育〕」は稲川地区で 28.1％と最も高くなって

いる一方で、西遊佐地区で、5.4％と最も低くなっています。 

 

表：地区別の放課後の過ごし方の希望（単位：％） 

  自
宅 

祖
父
母
宅
や
友
人
・
知
人
宅 

習
い
事 

（
ピ
ア
ノ
教
室
、
サ
ッ
カ
ー
ク
ラ
ブ
、
学
習
塾
な
ど
） 

児
童
館 

放
課
後
子
ど
も
教
室 

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
〔
学
童
保
育
〕 

フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・
セ
ン
タ
ー 

そ
の
他
（
公
民
館
、
公
園
な
ど
） 

無
回
答 

蕨岡地区 

(42件) 
78.6  14.3  40.5  0.0  14.3  23.8  0.0  7.1  0.0  

遊佐地区 

(125件) 
75.2  17.6  43.2  1.6  7.2  18.4  0.8  5.6  4.0  

稲川地区 

(64件) 
81.3  15.6  28.1  0.0  4.7  28.1  0.0  6.3  3.1  

西遊佐地区 

(37件) 
78.4  10.8  32.4  2.7  5.4  5.4  0.0  5.4  0.0  

高瀬地区 

(62件) 
83.9  9.7  38.7  3.2  3.2  16.1  0.0  4.8  3.2  

吹浦地区 

(48件) 
56.3  10.4  20.8  4.2  41.7  18.8  0.0  4.2  0.0  
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土曜日の放課後児童クラブの利用意向は、「利用する必要はない」が 44.4％と最も高く、次いで「高

学年(４～６年生)になっても利用したい」が 33.3％、「低学年(１～３年生)の間は利用したい」は 19.4％

となっています。 

日曜日・祝日の放課後児童クラブの利用意向は、「利用する必要はない」が 69.4％と最も高く、次い

で「高学年(４～６年生)になっても利用したい」が 15.3％、「低学年(１～３年生)の間は利用したい」

は 8.3％となっています。 

長期休暇の放課後児童クラブの利用意向は、「高学年(４～６年生)になっても利用したい」が 52.8％

と最も高く、次いで「低学年(１～３年生)の間は利用したい」が 38.9％、「利用する必要はない」は 6.9％

となっています。 

図：土曜・休日などの定期的な学童保育の利用意向 

 

  

19.4 

8.3 

38.9

33.3 

15.3 

52.8

44.4 

69.4 

6.9

2.8 

6.9 

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土曜日(72件)

日曜日・祝日(72件)

長期休暇(72件)

低学年（１～３年生）の間は利用したい 高学年（４～６年生）になっても利用したい 利用する必要はない 無回答
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(７) 虐待の状況 

①就学前児童 

 子どもへの虐待の有無について、「まったくない」が 42.8％と最も高く、次いで「あまりない」が 32.7％

となっています。「よくある」と「ときどきある」を合わせた『ある』は 18.0％となっています。 

 

②小学生児童 

  子どもへの虐待の有無について、「あまりない」が 40.3％と最も高く、次いで「まったくない」が

37.9％となっています。「よくある」と「ときどきある」を合わせた『ある』は 18.7％となっています。 

 

 

  

0.4

17.6 32.7 42.8 6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(380件)

よくある ときどきある あまりない まったくない 無回答

0.5

18.2 40.3 37.9 3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(380件)

よくある ときどきある あまりない まったくない 無回答

●就学前児童、小学生児童ともに２割近くが、虐待があると回答しています。 
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(８) 幼児教育・保育の無償化 

 幼児教育・保育の無償化の認知度について、「内容までは知らないが、聞いたことはある」が 51.1％

と最も高く、次いで「内容を含めて知っている」が 32.7％となっています。 

 幼児教育・保育の無償化後の利用意向について、「無償化に関わらず幼稚園を利用したい」と「無償化

に関わらず保育所を利用したい」の合計は 87.8％となっています。「無償化されるなら幼稚園を利用し

たい」と「無償化されるなら保育所を利用したい」の合計は 9.7％となっています。 

 

図：幼児教育・保育無償化の認知度について 

 

 

図：幼児教育・保育無償化後の利用意向について 

 

 

  

32.7 51.1 14.7

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(278件)

内容を含めて知っている 内容までは知らないが、聞いたことはある 知らない 無回答

33.8 54.0 6.8

2.9

0.4

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査(278件)

無償化に関わらず幼稚園を利用したい 無償化に関わらず保育所を利用したい

無償化されるなら幼稚園を利用したい 無償化されるなら保育所を利用したい

無償化に関わらず利用するつもりはない 無回答
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４ 人口推計 

 

人口推計は、平成 27年から平成 31年の各４月 1日の住民基本台帳人口を用いたコーホート変化率法

により行いました。コーホートとは、同年に出産した集団のことをいい、コーホート変化率法とは、性

別・年齢別変化率等を用いて将来の人口予測を計算する方法です。 

令和２年以降の人口を推計すると、11歳以下の人口は減少傾向が続き、令和６年は 909人になると推

計されます。人口構成については、年齢区分が低くなるとともに少なくなる傾向となっており、少子化

が進んでいます。 

 

図：人口の推移（11歳以下） 
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５ 現状の子育て支援環境における課題 

 

課題１：地域全体で子育てを支える体制の構築 

親が安心して子育てができ、子どもが健やかに成長していくためには、地域での支えが重要となりま

す。また、子育て中の親や家庭が地域との交流機会を持つことで、子育て力の向上が期待されます。 

本町では、３世代世帯の割合が減少しています。また、子どものいる世帯のうち核家族世帯が増加し

ています。そのため、親族からの支援が受けにくい環境にある世帯は増加していると考えられます。今

後は地域のつながりを活かした、地域における子育て支援が求められます。 

「放課後子ども教室」と「放課後児童クラブ〔学童保育〕」の実施は各地区で異なりますが、ニーズ調

査での小学生児童の放課後の過ごし方の希望としての回答を踏まえながら、その地区に適した支援体制

を構築する必要性がうかがえます。 

 

課題２：妊娠期からの切れ目のないサービスの提供体制 

ニーズ調査では、子どものことに関して日常悩んでいることについて、就学前児童では「食事や栄養

に関すること」が最も高く、次いで「病気や発育・発達に関すること」となっており、子どもの発育や

食事等の健康、栄養に関する悩みがうかがえます。母子健康手帳の交付時や乳幼児健康診査時等の機会

を活用し、支援が必要な保護者または子どもを早期に発見し、保護者や子どもの状況に応じた支援を行

うことが重要です。 

また、本町の年少人口は減少しつつありますが、認定こども園の利用を含めた保育を目的とする利用

者数は増加傾向となっています。特に年齢別では１歳児と２歳児において、保育園や認定こども園を利

用している割合が増加しており、今後も利用率が高い状態が続くことが考えられます。そのなかで、令

和２年度から開所予定である小規模保育事業所を含めたサービスの提供体制の充実を図ることが求め

られています。 

 

課題３：子どもが心身ともに健やかに成長できる環境の構築 

ニーズ調査では、町に望む子育て支援について、就学前児童と小学生児童ともに「冬期間や雨天時に

屋内で子どもが安心して遊べる場所がほしい」が前回と比較して、大きく減少しました。しかし「子連

れでも出かけやすく楽しめる場所を身近にもっと増やしてほしい」と併せて、他の選択肢より高くなっ

ており、対策が求められています。 

また、次世代の親となる思春期の児童・生徒を対象に、乳幼児と触れ合う体験を実施するなど、将来

子育てをしていく意識を学ぶ機会を提供しています。今後、子どもの健全育成のためには、家庭・地域・

学校が一体となり、町の特色を生かした体験・交流活動を進めることで、子どもの心身の成長を促し、

学びを深めることのできる環境の充実が必要です。 

さらに、近年、スマートフォン等の普及と同時にＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーク・サービス）の

利用が増加しています。学校における情報モラル教育に取り組むとともに、保護者を対象としたＳＮＳ

の危険性や正しい使い方について啓発を充実させることも必要です。  
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課題４：子どもの安心・安全の確保 

近年、子どもが巻き込まれる事件・事故が大きな社会問題となっています。さらに、人為的な危険だ

けでなく、自然災害等の危険から子どもたちの身を守るための取り組みが求められており、そのニーズ

は複雑・多様化しています。 

また、ニーズ調査では町の子育て支援施策で「子どもの安全の確保、生活環境の整備」が就学前児童

と小学生児童ともに最も重要度が高くなっています。さらに、就学前児童と小学生ともに満足度が平均

値より低く、優先して対策をする必要がある施策となっています。今後、安全な通学路の整備といった

ハード面での整備とともに、さまざまな危険から身を守るための指導や訓練など、地域全体で取り組む

ことが求められます。 

 

課題５：仕事と子育ての両立支援 

本町では全国や山形県と比較して働いている女性の割合が高く、仕事や家事、子育て等の両立に努め

ている女性が多い状況がうかがえ、ワーク・ライフ・バランスの充実が求められています。しかし、ニ

ーズ調査では、町の子育て支援施策で「仕事と子育ての両立支援」が就学前児童と小学生ともに最も満

足度が低くなっています。 

また、仕事と子育ての両立支援については、母親のみを支援の対象として捉えるのではなく、父親が

積極的に子育てに携わることのできる環境づくりと並行して行うことが重要です。 

 

課題６：１人ひとりの子どもと家庭に寄り添う支援の充実 

厚生労働省が実施する「国民生活基礎調査」では６人に１人の子どもが相対的な貧困状況にあり、特

にひとり親家庭では半数以上が相対的な貧困状況に該当すると報告されています。また、核家族化の進

行や地域のつながりの希薄化、子どもへの虐待やいじめ等により子育て家庭の社会的な孤立が問題とな

っています。 

このような状況を受け、国では「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の施行や「児童福祉法」、「社

会福祉法」の改正により、生活困窮・子どもの貧困・権利擁護・虐待防止等の多様化・複雑化している

生活課題への対策に取り組んでいます。 

本町において、子どものいる世帯に占める核家族世帯や 18 歳未満の子どものいるひとり親世帯が増

加傾向となっています。子どもが生まれ育った環境に左右されることなく、健やかな育ちを等しく保障

するために、子育て家庭の状況に応じ、早期に適切な支援へと結び付けていくことが求められています。  
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６ 第２期遊佐町子ども・子育て支援事業計画の取り組み方向 

 

（１）基本理念  

平成 27年度に策定した「遊佐町子ども・子育て支援事業計画」では、遊佐町総合発展計画（第７次遊

佐町振興計画）における「明るい笑顔に満ちた心ふれあう支えあいのまちづくり」を健康福祉・子育て

支援分野の目標として、将来を担う世代の主体的な成長を育む環境づくりに取り組んできました。 

第２期遊佐町子ども・子育て支援事業計画は、引き続き、町民（自助）、地域（共助）及び行政（公助）

が、それぞれの役割分担を果たしながら、地域のみんなで、共に寄り添い、助け合い、幸せを実感しな

がら、子どもと親の主体的な成長を支援していきます。 

 

＜基本理念＞ 

 

 

 

※参考：遊佐町総合発展計画（第８次遊佐町振興計画）の子育て・健康・福祉の基本目標 

「共に寄り添い、助け合い、幸せを実感できるまちづくり《子育て・健康・福祉》」 

１ 子育てしやすい環境の整備 

 妊娠、出産から子育てまで切れ目のない支援体制を充実させていきます。また、子どもたちをとりま

く家庭環境において援護、援助を必要とする世帯への支援を進めることで、次世代を担う子どもたちや

その親が安心して健やかにくらし、子育てが楽しいと思えるようなまちづくりを進めていきます。 

 

  

共に寄り添い 助け合い 

幸せを実感できるまちづくり 
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（２）基本目標 

１ 地域における子育て支援の充実 

子どもの幸せを第一に考え、子育てをしているすべての人が、安心して子育てができるよう、子ども

の健全な成長を支えられるさまざまな子育て支援サービスの確保・充実を推進します。 

また、子育て家庭が必要とする情報の提供や地域における子育て世代や世代間交流の促進、地域資源

を活用した活動など、地域の子育て力の向上に取り組みます。 

 

２ 親と子の健康の確保及び増進 

安心・安全な妊娠・出産を支援するため、保健事業の確実な実施に努め、妊娠中から継続した支援体

制の充実を図ります。 

また、すべての子どもの健やかな成長を願い、子どもの疾病予防を目的とした健康管理・指導の強化

や基本的な生活習慣の確立に向け、食育の推進に取り組みます。さらに、思春期における保健対策や小

児医療の助成対象を拡充し、安心して子どもを生み育てるための環境づくりを進めます。 

 

３ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

次代の担い手である子どもが豊かな個性と感性を育み、かつ調和のとれた人間として成長するために、

社会全体としての母性、父性の意識を醸成するための「次世代の親育て」として、さまざまな取り組み

や支援体制の充実を図ります。 

また、学校・家庭・地域等地域資源のネットワークにより、教育や遊び、日常の暮らしの中で子ども

の未知なる可能性や生きる力を育みます。 

 

４ 子どもの安全の確保と安心して子育てができる生活環境の整備 

近年の子どもに対する犯罪の増加等、子どもを取り巻く安全に関する環境が悪化していることからも、

子どもを危険から守り、安全を確保するため、地域や関係機関等と連携を図り、防犯活動や交通安全活

動を推進します。 

 

５ ワーク・ライフ・バランスの推進 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現をめざし、育児休業制度への理解や家庭内に

おける父親の育児参加の機会の促進等社会全体の意識の醸成を図るため、企業へのワーク・ライフ・バ

ランスに関する情報の提供・支援を行うとともに、より一層の啓発を図り、普及を推進します。 

 

６ 要保護児童等への対応などきめ細やかな取り組みの推進 

児童虐待防止対策の推進やひとり親家庭への自立支援、障がいのある子どもへの支援など、支援を必

要とする家庭や子どもに対するきめ細やかな支援体制を整備します。 

また、国では子どもの貧困問題について、各市町村での対策を努力義務としています。子どもの貧困

問題については、今後対策を進めていきます。  



38 

 

（３）遊佐町子ども・子育て支援事業計画の体系（※：子ども・子育て支援法に基づく事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 基本目標 基本施策 

共
に
寄
り
添
い 

助
け
合
い 

幸
せ
を
実
感
で
き
る
ま
ち
づ
く
り 

６ 要保護児童等への 

対応などきめ細やかな

取り組みの推進 

（１）児童虐待防止対策の充実 ※ 

（２）ひとり親家庭の自立支援の充実 ※ 

（３）障がい児対策の充実 ※ 

(前計画)子ども・子育て目標６ 子どもに関する専門的

な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施

策との連携 

５ ワーク・ライフ・ 

バランスの推進 
（１）仕事と子育ての両立支援のための基盤整備 ※ 

（２）多様な働き方に対応した子育て支援の推進 ※ 

(前計画)子ども・子育て目標４ 産後の休業及び育児休

業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保 

(前計画)子ども・子育て目標５ 労働者の職業生活と家

庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用

環境の整備に関する施策との連携 

４ 子どもの安全の確

保と安心して子育てが

できる生活環境の整備 

（１）生活環境の整備 

（２）安全教育及び防犯対策の推進 

（３）被害を受けた子どもの保護対策 

(前計画)次世代目標４ 子どもの安全の確保、 

生活環境の整備 

３ 子どもの心身の 

健やかな成長に資する 

教育環境の整備 

（１）家庭・地域の教育力の向上、次世代の親の育成 

（２）学校の教育環境の整備 

（３）メディアコントロールとネットモラルの啓蒙 
(前計画)次世代目標３ 教育環境の充実 

１ 地域における 

子育て支援の充実 
（１）子育て支援ネットワークづくり 

（２）児童の居場所づくり、児童の健全育成 

（３）世代間交流の推進 
(前計画)次世代目標１ 情報提供・交流等の子育て支援

のネットワークづくり 

２ 親と子の健康の 

確保及び増進 
（１）子どもや母親の健康確保 

（２）食育の推進 

（３）思春期保健対策の充実 
(前計画)次世代目標２ 子どもと親の健康の確保 

（４）小児医療の充実 
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７ 計画の推進体制 

 

（１）庁内体制の整備 

子ども・子育て支援事業計画の実施にあたっては、第１期計画と同様に、全庁的な体制の下に、実施

状況を一括して把握、点検しつつ、その後の対策を実施していきます。 

なお、計画の推進にあたっては、国、県、事業主とも密接に連携・協力しながら取り組んでいきます。 

 

（２）町民との協働体制の構築 

子ども・子育て支援の取り組みは、町民や関係団体等の参画が不可欠です。 

遊佐町子ども・子育て会議の設置により、計画の進捗状況に関する情報を共有し、施策・事業の評価・

円滑な実施に向けて、意見の交換や連絡調整を行うなど、町民と町との協働体制を築きます。 

 

（３）計画の内容と実施状況の公表 

本計画の内容や実施状況について、広報紙等を活用しながら、町民に分かりやすく周知するとともに、

町民の意見等を聴取しやすいように町民に身近な会議・団体へ計画の説明をし、意見を聞きながら、そ

の後の対策の実施や計画の見直し等に反映させていきます。 

 

（４）計画の進行管理 

計画に基づく施策・事業を総合的・計画的に推進し、実行していくには計画の進捗状況の定期的な見

直しが必要です。本計画に掲げた目標値に基づき、進捗状況を点検するとともに、遊佐町子ども・子育

て会議に報告し、計画の着実な推進をめざします。 
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第２章 施策の展開 
 

基本目標１ 地域における子育て支援の充実 

（１）子育て支援のネットワークづくり 

【現状】 

○本町では、子育てサークルを通して育児に携わる親同士のつながりの形成など、子どもを地域社会全

体で育てる観点から、地域の社会資源を活用した子育て支援ネットワークの形成に努めています。 

○子育て支援センターの事業等、子育て支援に関連する情報はホームページや広報で周知しています。 

○ニーズ調査において、子育てに関して日常悩んでいることで「話し相手や相談相手がいないこと」や

「どこに、誰に相談したらいいかわからない」は就学前児童、小学生児童とも他の項目と比較して、

下位３番目以内と低くなっています。(p18,20) 

○ニーズ調査において、子育ての負担感について、「非常に負担に感じる」と「なんとなく負担を感じる」

を合わせた『負担に感じる』は就学前児童で 43.9％、小学生児童で 35.5％となっています。また、前

回と比較して就学前児童で 6.6ポイント、小学生児童で 9.4ポイント増加しています。(p17,19) 

 

【課題・方向性】 

○就学前児童、小学生児童ともに子育ての負担感を感じている人が一定数います。またその人数は前回

調査と比較して、増加しています。 

○今後は親同士のつながりを深めることや、より多くの人の事業参加を促すため、事業の周知等を充実

させていきます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

子育てサークル
の育成及び活動
支援 

 子育て支援センターにおいて、子育てサー
クルの育成と活動を支援しています。自主的
な組織として活発な活動ができるよう支援
の継続と子育てサークルのリーダーを育成
します。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 

拡充 

地域子育て支援
体制の促進 

 地域の母親や祖父母等の子育て経験を生
かし、地域全体で子育て家庭を支える体制づ
くりを進めます。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 

継続 

情報提供  町のホームページにおいて子育てに関す
る情報提供の拡充を検討します。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 

継続 
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（２）児童の居場所づくり 

【現状】 

○本町の放課後児童クラブ(学童保育)の利用者数は平成 29年度以降、増加傾向となっています。(p14) 

○ニーズ調査において、放課後の過ごし方の希望で「放課後児童クラブ(学童保育)」が小学生児童の低

学年で 26.9％、高学年で 8.9％となっています。(p28) 

○ニーズ調査において、子育てサービスの利用意向について、「放課後児童クラブ(学童保育)」は就学前

児童で 52.2％、小学生児童で 29.7％となっています。(p21,22) 

○ニーズ調査において、放課後の過ごし方の希望で「放課後児童クラブ(学童保育)」や「放課後子ども

教室」が地区により、大きく差があります。(p29) 

○放課後児童クラブ及び放課後子ども教室未設置地区である高瀬地区の児童に対しては、他地区の事業

を利用できるよう交通手段を町で支援しています。 

 

【課題・方向性】 

○放課後児童クラブの利用人数の増加に伴う施設利用のあり方が課題となっています。 

〇令和５年度に開校を予定している統合小学校に係る新校開校準備委員会での児童の放課後の居場所

確保についての協議を踏まえ、保護者の就労形態や地区の状況に応じた学童保育等のサービスの提

供・充実を図ります。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

児童の居場所づ
くり 

 放課後児童クラブ、放課後子ども教室の実
施により、放課後の児童の居場所づくりを進
めます。 
 遊佐町子どもセンターや地区まちづくり
センター等、公共施設を利活用し、放課後の
居場所を提供します。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 
教育課 
(社会教育係) 

継続 

 放課後児童クラブ、放課後子ども教室につ
いては、小学校の統合に係る新校開校準備委
員会による協議を踏まえ、提供体制について
検討を行います。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 
教育課 
(社会教育係) 

継続 

児童の健全育成  地区まちづくり協議会の取り組みをとお
して、学校・家庭・地域との連携を図りなが
ら、児童の健全育成に努めていきます。 

企画課 
(まちづくり支援
係) 

拡充 

学校開放  学校施設が有効に使われるように、安全面
や管理面に注意を払いながら、学校施設の開
放を図ります。（スポーツ少年団の利用等） 

健康福祉課 
(子育て支援係) 
教育課 
(社会教育係) 
(総務学事係) 

継続 

不登校・引きこも
り対策 

 適応指導教室「友遊スクール」を開設し、
児童生徒並びに教職員、保護者等との教育相
談を引き続き行っていきます。 
教育なんでもダイヤル相談を開設し、児童

生徒の教育上の問題や悩みの相談に応じ、問
題解決に努めます。 

教育課 
(学校指導係) 

拡充 
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（３）世代間交流の推進 

【現状】 

○地域においてさまざまな世代の人が関わり、子どもを育てていくことは、子育て家庭の不安の軽減だ

けでなく、子どもの健全育成においても重要です。 

○本町の３世代世帯の割合は減少傾向となっており、核家族世帯の割合が増加しています。(p10) 

 

【課題・方向性】 

○さまざまな世代の人と関わりを持つためには、子どもたちが地域活動に関わることが重要です。 

○今後は引き続き、地域の資源を有効に活用し、地域社会全体で豊かな育ちや学びの場の機会を提供し

ます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

地区まちづくり
協議会活動世代
間交流事業 

 各地区まちづくり協議会で、地区の特色を
活かした独自事業の実施を支援していきま
す。 

企画課 
(まちづくり支援
係) 

拡充 

保育園世代間交
流事業 

 各保育園において、地域の特性を活かした
世代間交流事業の充実を図り継続して実施
します。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 

継続 
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基本目標２ 親と子の健康の確保及び増進 

（１）母親や子どもの健康の確保 

【現状】 

○妊娠期から子育て期の総合相談窓口として平成 30 年度に子育て世代包括支援センターを開設しまし

た。 

○妊娠届出時のアンケートをもとにアセスメントを実施し、支援計画を作成し、担当保健師による支援

を実施しています。 

○育児不安の軽減につながるよう、保健師のほか専門職のスタッフを配置し、ゆったりと相談できる体

制で実施しています。 

○14 回の妊婦健康診査費用の公費負担に加え、平成 28 年度から４回の特定超音波検査が追加されてい

ます。 

○３歳児のむし歯有病率は３年間の平均で比較すると減少傾向にあります。 

○定期予防接種を適した時期に受けることができるよう、新生児訪問時に接種スケジュールについて説

明し、乳幼児健診の機会に確認しています。 

○新生児及び産婦全員に対し、退院後なるべく早期に家庭訪問を実施しています。里帰りでしばらく町

外に滞在する場合は、里帰り先に訪問依頼するなど連携して実施しています。 

○健診後、発達に課題のあるケースは経過をみて療育につなぐことや、養育環境に課題のある場合に他

機関と連携し支援にあたっています。 

 

【課題・方向性】 

○妊娠・出産期に親族からの支援が得られない、身近に相談相手がいない等の理由から地域から孤立し

てしまう妊産婦については、健診等の機会や訪問事業を通して支援につなげていく仕組みが必要です。 

○今後は引き続き、母子健康手帳交付時の関わりなどにより、妊娠時における母子の健康の保持増進や、

妊娠・出産・育児に関する情報伝達、不安の解消を図ります。 
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主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

母子健康手帳交付  妊娠初期の保健指導を行い、妊娠中を安
全に楽しく過ごせるように支援します。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

継続 

妊婦健康診査事業  疾病の早期発見、早期対処により妊娠中
を健やかにすごし、安全に出産にのぞむこ
とができるようにするため今後も継続して
行います。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

継続 

各種乳幼児健診事業  月齢に応じた発育・発達の確認や疾病の
早期発見と共に、個々に合わせた相談を通
して育児不安の軽減を図るとともに、親同
士の交流の場となり、子育ての悩みを解決
できる場となるよう、ゆとりをもった健康
診査の体制を心がけていきます。また、児
童虐待のサインを見つけ出し早期に対応で
きるような体制づくりを検討します。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

継続 

幼児むし歯予防事業  定期的な歯科健診を実施し、生活リズム
の指導や情報提供を行いながらむし歯予防
の取り組みを継続して行います。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

継続 

各種予防接種事業  適切な時期に安全に予防接種を受けるこ
とができるように、乳幼児健診や歯科健診
の時に接種状況の確認を行いながら、個々
にあわせた相談・指導を行います。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

継続 

妊産婦・新生児・乳
幼児訪問指導 

 妊産婦や新生児・乳幼児の家庭を訪問し、
妊娠・出産・育児等に必要な保健指導を行
いながら、必要に応じて育児や発達につい
て助言相談を行います。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

継続 

要経過観察児の支援  健診後に継続して支援が必要な子どもに
対して訪問を行うとともに、すこやか育児
相談会を開催し育児不安が軽減されるよう
支援します。 
 また、特別支援教育士による保育園、認
定こども園巡回相談を実施し、心配のある
子どもに対しての適切な関わりをすること
により、子どもの成長、発達を支援してい
きます。さらに、関係機関との連携を図り
ながら、適切な時期に必要な療育等を受け
られるように支援します。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

継続 

子育て世代包括支援
センターの開設 

妊娠期から子育て期にわたって切れ目な
い支援を行うための総合相談窓口を開設
し、相談を行います。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

新規(H30～) 

産後ケア事業（宿泊
型） 

出産後（2 か月以内）で、家族からの育児
支援が受けられず、自分の体調や育児に不
安がある場合、病院に宿泊して助産師から
授乳や育児等のケアを提供します。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

新規(H30～) 

母乳相談助成事業 出産後、病院等で母乳相談にかかる費用
を助成します。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

新規(H30～) 

ほっとママ広場 妊婦と子育て中の母との交流を促進しま
す。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

新規(H30～) 

マタニティ教室 妊娠中の過ごし方や育児について学び、
家族で赤ちゃんを迎える準備ができるよう
に支援します。 
（酒田市主催のマタニティ教室に広域で

参加） 

健康福祉課 
(健康支援係) 

新規(H30～) 

母乳ミルク相談 助産師による母乳・ミルクについての個
別相談を実施します。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

新規(H31～) 
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（２）食育の推進 

【現状】 

○乳児の健康診査の機会に、離乳食指導を実施しています。 

○幼児の健康診査の機会に、栄養士による個別相談を実施しています。 

○学童期の食育教室として、ヘルスメイトの協力のもと、親子料理教室を実施しています。 

○子育て支援センターで、幼児食の料理教室を実施しています。 

 

【課題・方向性】 

○離乳食や幼児食に悩む保護者が多くいます。 

○今後は子どもたちの食事のマナー、家族等とのコミュニケーション、食べ物への感謝の気持ち、郷土

の誇りなどを育成するため、子どもの頃から望ましい食習慣や知識を習得していけるように、食に関

する知識の習得や情報提供、実際の体験を通じた学習機会の提供等を推進していきます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

食育事業  乳幼児健診での離乳食指導（グループ及び
個別指導・試食）では、離乳食について理解
し、子どもの発達に合わせた離乳食を進めら
れるように、また幼児期においては楽しく食
べる体験を通し、子どもの食への関心を育み
ながら、子どもの発達段階に応じた食に関す
る取り組みを進めていきます。学校・家庭・
地域の連携による食育の推進に取り組みま
す。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

継続 
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（３）思春期保健対策の充実 

【現状】 

○思春期の子どもたちの健全な育成のために、性教育の推進や喫煙・飲酒・薬物等の悪影響について、

各学校で成長段階に合わせて理解を深める取り組みを行っています。 

○町民を対象とした子育てに関するフォーラムを開催しています。 

○「思春期赤ちゃんふれあい体験事業」では、全小学校の５年生を対象に命の始まりと赤ちゃんの成長

についての学習、自分が生まれた時の振り返り、実際に赤ちゃんの抱っこを体験しています。 

 

【課題・方向性】 

○全小中学校にて開催している子どもたちや保護者を対象とした研修会は、思春期の保健に関する内容

以外のテーマで開催する場合があります。 

○引き続き学校・家庭・地域と連携を図り、子どもと保護者へ思春期保健について、正しい知識の普及

啓発に努めます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

思春期保健対策  学校・家庭・地域の連携のもと、生命の大
切さを伝えながら、性教育の推進や喫煙・飲
酒・薬物等の身体への悪影響について子ども
たちの理解が深まるように取り組んでいき
ます。 
また、心身ともに健全な子どもを育てるた

めに、ＰＴＡと地区まちづくり協議会の共催
による家庭教育の充実に向けた取り組みを
実施します。 

教育課 
(学校指導係) 
(社会教育係) 

継続 

思春期赤ちゃん
ふれあい体験事
業 

 小学校５年生を対象に、思春期を迎える子
どもたちが、乳児と母親のふれあいを通して
生命の大切さを実感してもらうために、事業
に取り組んでいきます。 

健康福祉課 
(健康支援係) 
教育課 
(学校指導係) 

継続 
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（４）小児医療の充実 

【現状】 

○新生児訪問の機会に、休日診療所及び県が開設する子ども医療電話相談（#8000）を周知しています。 

○18歳までの医療費の自己負担について無料にしています。 

 

【課題・方向性】 

○ニーズ調査の町に望む子育て支援で「安心して子どもが医療機関にかかることができる医療体制を整

備してほしい」が就学前児童、小学生児童ともに、上から５番目となっています。（p23,24） 

○現在町内に休日診療所はありませんが、引き続き、休日や夜間の小児科診療、また救急時の対応等に

ついて周知を図るなど、子どもの健康を支える体制づくりを進めます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

医療体制  県、近隣市町、関係機関と連携し、救急医療
体制をはじめとする小児医療体制の充実を図
っていきます。 

健康福祉課 
（健康支援係） 

継続 

子育て支援医療
制度 

 18歳までの医療費の自己負担について無料
とし、子育て家庭の経済的負担の軽減を図っ
ていきます。 

健康福祉課 
(国民健康保険係) 

継続 
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基本目標３ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

（１）家庭・地域の教育力の向上、次代の親の育成 

【現状】 

○全小中学校において計画的に授業参観、三者面談、家庭訪問等を実施しています。 

○町内の行事や福祉施設等への小学生、中学生、高校生のボランティア活動を実施しています。 

○町の海岸林の保全活動や中学生、高校生が乳幼児とふれあう体験を行っており、自然や命の大切さに

ついて学ぶ機会があります。 

○平成 30 年からは、一部の地区まちづくり協議会による夏休み中の学習支援や町教育委員会主催によ

る地域人材を活用した学習支援塾を９月から２月の間に開催しています。 

 

【課題・方向性】 

○個々の家庭で行われるしつけや教育や地域での体験学習が、子どもの人格形成に与える影響の大きさ

を十分に理解し、適切な教育がなされるよう、支援していくことが重要です。 

○子どもたちの豊かな心と健全な身体を育むため、既存の事業の継続及びボランティア活動等について

は、活動のなかで地域のことも学んでいけるような事業内容も検討していきます。 

〇教職員の地域活動への参加については、働き方改革の推進の方向のなかで取り組んでいきます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

学校・家庭・地
域との連携 

 学校と家庭との連携を深めていくため、引き
続き授業参観、三者面談、家庭訪問等を行いま
す。 
 全小中学校に学校運営協議会を設置し、学校
と地域が課題等を共有しながら家庭や地域の
声を学校運営に活かしていきます。 

教育課 
(学校指導係) 

拡充 

少年教室の開催  地区まちづくり協議会においてそれぞれが
地域の特性を活かした自然体験や活動を行い、
郷土愛を育むとともに、豊かな心と健全な身体
を育むため、少年教室を今後も開催していきま
す。 

企画課 
(まちづくり支援
係) 

拡充 

中学生・高校生
のボランティア
活動 

 ボランティアを通してさまざまな人達とふ
れあいながら、地域について学び、社会力を育
んでいけるように各種ボランティア活動への
積極的な参加を促進します。 

教育課 
(社会教育係) 

拡充 

緑の少年団育成
事業 

 森林を活用した青少年の育成を行うことに
より、身近な里山の自然を愛し守っていこうと
いう意識を早期から育んでいくために、緑の少
年団活動を引き続き実施します。 

産業課 
(水産林業係) 

継続 

ふれあい体験  遊佐高校の授業（選択コース）で、遊佐保育
園の乳幼児とふれあい体験を引き続き行って
いきます。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 

 

継続 

職場体験事業  遊佐中学校２年生による職場体験事業をと
おし、乳幼児とふれあう機会を設けていきま
す。 

教育課 
(学校指導係) 
健康福祉課 
(子育て支援係) 

継続 
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（２）学校の教育環境の整備 

【現状】 

○全小中学校で、学校運営協議会が設置され、学校・家庭・地域との連携が強化されています。 

○小中学校合同の研修会や遊佐町学校保健協議会のテーマ、「体力・運動能力の向上」に基づき、全小中

学校で取り組みが行われるなど、体力向上に向けた取り組みを行っています。 

○児童生徒の学力向上のため、各学校では学ぶ楽しさが味わえる授業が推進されており、「勉強が好き」

と答える児童生徒の割合が増加しています。 

○小学３年生と小学５年生、さらには中学１年生が地域の特色を活かした宿泊研修を行っています。 

 

【課題・方向性】 

○小中学校間が連携して行える取り組みは多様にあると見込まれています。 

○今後は、これまでの取り組みを継続していくとともに、学校運営協議会を活かした取り組みや小中学

校の連携を充実、強化していきます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

信頼され続ける
学校づくり 

 家庭や地域の理解と信頼が得られるように
外部評価を取り入れ、学校・家庭・地域が一体
となって児童生徒の健やかな成長を見守って
いきます。 

教育課 
(学校指導係) 

拡充 

学力の向上  児童生徒相互の学びあいを充実させて、学ぶ
楽しさが味わえる授業や小学校と中学校の情
報交換と学びあいを緊密にして義務教育９年
間を視野に入れた学習指導を行っていきます。 

教育課 
(学校指導係) 

拡充 

心の教育  自然宿泊体験活動を実施して豊かな感性と
たくましく生きる力を育み、地域学習を通して
ふるさとのよさに気づき、大切にする心を育て
ます。 

教育課 
(学校指導係) 

継続 

健康な身体づく
り 

 体育の授業を中核に教育活動全般を通して
運動する機会を設けて体力の向上を図るとと
もに、家庭との連携による健康教育も行いま
す。学校保健委員会や町学校保健協議会の活動
を充実させ、児童生徒の健康、安全、食に関す
る課題解決に取り組みます。 

教育課 
(学校指導係) 

継続 
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（３）メディアコントロールとネットモラルの啓蒙 

【現状】 

〇乳幼児健診の機会を利用し、テレビやスマートフォン等を含めたメディアへと接触する時間やルール

づくりの大切さ等について、保護者へお知らせを配布し、啓発しています。 

○町内小学校において、スマートフォン等でのＳＮＳの不適切な利用によるトラブルや心身に与える影

響等についての研修会を実施しています。 

 

【課題・方向性】 

〇乳幼児の保護者に対し、子どもの健やかな成長のために上手にメディアを利用することの大切さを認

識してもらうための啓発に引き続き努めます。 

〇スマートフォン等の普及により、ＳＮＳを通じた人とのつながりの中で、手軽にコミュニケーション

をとることが可能な時代になりました。 

その一方で、入手する情報に危険が潜んでいることや不適切な情報を発信することによる犯罪被害や

いじめ等、さまざまな問題に巻き込まれる恐れがあることを子ども、保護者ともに認識する機会の提

供が重要です。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

メディアコント
ロール 

 乳幼児健診等の機会を活用し、保護者へメデ
ィアの上手な利用について引き続き周知を図
ります。 

健康福祉課 
(健康支援係) 
(子育て支援係) 

拡充 

ネットモラルの
啓蒙 

学校において、子どもたちが SNS の不適切
な利用により、犯罪に巻き込まれることやネッ
ト依存による心身への悪影響を防止するため
の取り組みをします。 
また、地域や PTA と連携しながら、保護者

に対する啓発も併せて行います。 

教育課 
(学校指導係) 
(社会教育係) 

拡充 
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基本目標４ 子どもの安全の確保と安心して子育てができる生活環境の整備 

（１）生活環境の整備 

【現状】 

〇通学路や歩道等の危険箇所については、学校、警察、集落等に道路管理者を含めて組織されている遊

佐町通学路安全推進会議による合同点検等により把握しています。また、把握した危険箇所について

は、道路パトロールや地域、学校、PTA等からの要望を踏まえ、課題の解消、改善を図っています。 

○平成 30 年度に町営住宅長寿命化計画の変更計画を策定し、今後の町営住宅の管理の方向を定め、そ

れに基づき、令和元年度に遊佐団地の全室浴室改修工事を実施しています。 

○「住宅リフォーム資金利子補給制度」では持家住宅リフォーム支援金事業が町民の間に浸透したこと

もあり、平成 29年度５件、平成 30年度１件の申請がありました。 

○「定住促進建設整備支援事業」の平成 30 年度実績で、若者世代（40 歳未満）が結婚・独立・または

U ターンするために家を新築したケースが６件、購入したケースは２件あり、若者世代の定住に一定

の効果があると見込まれています。 

 

【課題・方向性】 

○ニーズ調査では町の子育て支援施策で「子どもの安全の確保、生活環境の整備」が就学前児童と小学

生ともに最も重要度が高くなっています。さらに、就学前児童と小学生ともに満足度が平均値より低

く、優先して対策をする必要がある施策となっています。（p25） 

○通学路や歩道等については、設置した看板等が老朽化し見づらくなった等により、新たに危険箇所と

なる場所もあります。 

○都市公園・河川公園の維持・管理（清掃・遊具点検）に係る人員や予算の確保が求められます。 

○引き続き日常の道路パトロールや地域、学校、PTA 等からの要望を受け危険箇所を把握し、関係団体

と連携しながら課題の解消、改善を図ります。 
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主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

公営住宅の整備  施設の老朽化が進んでいることから、計画的
な改修、建て替えを図っていきます。 

地域生活課 
(管理係) 

継続 

住宅リフォーム
資金利子補給制
度 

 住みよい住宅の確保支援策として、住宅の建
設や修繕に必要な借入資金の利子の一部を負
担します。住みよい住宅の確保支援策として継
続して実施していきます。 

地域生活課 
(管理係) 

拡充 

定住促進建設整
備支援事業 

 若い世代の定住対策として、定住住宅新築支
援金、定住住宅取得支援金、定住賃貸住宅建設
支援金制度、持家住宅リフォーム支援金制度を
継続して実施していきます。 

地域生活課 
(管理係) 

継続 

歩道の整備  通学路などの歩道拡幅をはじめ、歩道の安全
性・利便性の向上に努めていきます。 

地域生活課 
(土木係) 

継続 

交通安全施設の
整備 

 車両・歩行者等の安全確保のため、交通安全
標識、カーブミラーの整備等、必要な整備を図
ります。 

地域生活課 
(土木係) 
総務課 
(危機管理係) 

継続 

都市公園等の再
整備 

 遊具、施設の老朽化が進んでいることから、
子どもの遊び場の確保、子育て支援の充実も加
味し、計画的な改修を図ります。令和２年度に
遊佐町都市公園・河川公園再整備基本計画に基
づき、１公園について遊具等を整備し、完了予
定です。 

地域生活課 
(管理係) 

令和２年度に
完了予定 
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（２）安全教育及び防犯対策の推進 

【現状】 

○子どもの安全を確保し、交通事故や犯罪等から守ることは、子どもを安心して産み育てられる環境の

重要な基盤です。 

○かもしかクラブによる、保育園・認定こども園を対象とした交通安全教室を、内容を工夫しながら実

施しています。 

○要望に応じて防犯灯を設置するハード面の整備、地域が主体の登下校の見守りというソフトの面の整

備が整っています。 

 

【課題・方向性】 

○地域が主体の登下校の見守りは、地域ごとに取り組みに差があります。 

○今後は、各地区の取り組みの良さを共有していくとともに、各事業の啓発の強化や取り組みの充実を

図っていきます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

交通安全教室の
実施 

 交通安全母の会などの関係団体や、学校・
PTA・地域住民の協力のもとに、交通安全教育
を推進します。 

総務課 
(危機管理係) 

継続 

かもしかクラブ  保育園・認定こども園において、親と子の交
通安全教室を行っていきます。 

総務課 
(危機管理係) 

継続 

防犯対策の充実  学校安全マニュアル及び保育園の安全管理
マニュアルの確認と徹底を図ります。 
 小学校区毎に組織された「見守り隊」の活動
により、子どもの登下校時の安全確保に努めま
す。地域学校安全指導員を配置し、不審者によ
る犯罪被害防止の活動を行います。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 
教育課 
(総務学事係) 
(学校指導係) 

拡充 

防犯灯の整備  子どもをはじめ町民が安心・安全に暮らせる
ように、防犯灯の設置に努めます。 

総務課 
(危機管理係) 

継続 
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（３）被害を受けた子どもの保護対策 

【現状】 

○全国的に、虐待やいじめ、体罰等により、子どもが被害者となる事件が社会問題となっています。 

○本町では、児童相談所や学校、関係機関等と連携して、被害を受けた子どもの保護対策を行っていま

す。 

 

【課題・方向性】 

○子どもの人権侵害の予防と救済のための取り組みの強化が課題となっています。今後も、引き続き連

携を図り、情報共有しながら対応していきます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

被害にあった子
どもの保護体制
の充実 

 迅速に対応できるように、関係機関との連携
強化を図るとともに、地域住民との連携を深
め、潜在している事例がないか把握に努めま
す。 

健康福祉課 
(健康支援課) 

継続 
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基本目標５ ワーク・ライフ・バランスの推進 

（１）仕事と子育ての両立支援のための基盤整備 

【現状】 

○平成 27年度から町内私立幼稚園が認定こども園に移行し、3歳未満児の保育の受け皿が増えたことに

より、仕事と子育ての両立を可能とする環境整備が図られました。 

○令和２年度から小規模保育事業所が開所し、０歳から２歳までの子どもの保育の受け皿が増える見込

みです。 

 

【課題・方向性】 

○小規模保育事業所の開所により、仕事と子育ての両立を可能とする環境整備の充実が図られます。 

○産後休業や育児休業取得後の職場復帰に伴う仕事と子育ての両立をより一層支援する環境を整備し

ていきます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

産後の休業及び育児
休業後における特定
教育・保育施設等の
円滑な利用の確保 

 子育て家庭を取り巻く状況を踏まえ、産
後休業及び育児休業から保育へと切れ目の
ないサービスを実施していきます。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 

拡充 
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（２）多様な働き方に対応した子育て支援の推進 

【現状】 

○本町では、女性の就業率は全国や山形県と比較して高く、既婚女性のうち仕事と家事、子育てとの両

立に努めている女性が多い状況が推測されます（p11）。 

○育児休業制度に関する広報や啓発等について、制度周知の実施は十分とは言えません。 

 

【課題・方向性】 

○育児休業制度に関する広報や啓発等、制度周知の実施について検討する必要があります。 

○企業にとってワーク・ライフ・バランスを推進することは、人材の離職防止のメリットがあることな

どを周知していく取り組みの検討をしていきます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

多様な就業形態、育
児休業制度、ワーク・
ライフ・バランス等
の広報・啓発等 

すべての働き手が、仕事と家庭生活のバ
ランスがとれる多様な働き方を選択できる
ような環境づくりをめざすとともに、「働き
方の見直し」を進めるように啓発等を行っ
ていきます。 
また、職場優先の意識や固定的な性別役

割分担意識等の解消を図るため、労働者、
事業主、地域住民等の意識改革を推進する
ための広報・啓発、また、情報提供等につい
て関係団体等と連携を図っていきます。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 
産業課 
(産業創造係) 
企画課 
(まちづくり支
援係) 

拡充 

仕事と子育ての両立
の推進 

支援体制の整備、関連法案制度等の広報・
啓発、情報提供等を積極的に推進します。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 
産業課 
(産業創造係) 

拡充 
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基本目標６ 要保護児童等への対応などきめ細やかな取り組みの推進 

（１）子ども虐待防止対策の充実 

【現状】 

○平成 30 年度の山形県の児童虐待の通告件数、認定件数ともに過去最高となっており、児童虐待への

関心の高まりがうかがえます。 

○本町では要保護児童対策地域協議会実務者会議について、ケースの現状把握と情報の共有をより密に

する目的から、令和元年度から開催を１回増やし、年４回の開催としています。 

 

【課題・方向性】 

○ニーズ調査で、就学前児童、小学生児童ともに２割近くが、「子どもへの虐待がある。」と回答してい

ます。(p31) 

○今後も引き続き、関係機関との連携及びネットワークの強化を図っていきます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

ネットワークの機能
強化 

ノウハウや知識の集積を進め、予防、発
見、通告等適切な対応につなげていくため、
児童相談所を中心に、医療、保健、教育、警
察等の協力体制の構築を図り、子ども虐待
防止のネットワークの機能強化を図りま
す。 

健康福祉課 
(健康支援係) 
教育課 
(学校指導係) 

継続 

児童虐待の発生防
止、早期発見・早期
対応 

虐待の発生予防から早期発見・早期対応、
保護・支援・アフターケアに至るまでの切
れ目のない総合的な支援を講じます。 

健康福祉課 
(健康支援係) 

継続 
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（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

【現状】 

○18歳未満の子どものいる世帯のうち、ひとり親世帯の世帯数と割合が増加しています。（p10） 

○ひとり親家庭には各種手当や保育料、放課後児童クラブの利用料軽減等の制度について説明をしてい

ます。 

 

【課題・方向性】 

○ひとり親家庭の就業面を含めた自立に対する支援は、相談されたケースへの対応が中心で、積極的な

支援について、十分には出来ていません。今後は、就業面を中心とした自立に向けた支援策や周知等

について検討していきます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

自立支援の推進  子どもの保育及び放課後児童健全育成事
業の利用に際しての配慮等の各種支援策を
推進するほか、ひとり親家庭への総合的な
自立支援を推進します。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 

拡充 

就業支援の推進 事業所に対する協力の要請等、必要な施
策を検討していきます。 

健康福祉課 
(子育て支援係) 

拡充 
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（３）障がい児施策の充実 

【現状】 

○特別支援教育士が保育園等の巡回相談にて、発達が気になる子の保育に対する助言をし、当該園児の

よりよい成長のための環境づくりのため、関係機関との連携を図っています。 

 

【課題・方向性】 

○ニーズ調査の子育て支援サービスの認知度で、障がい児保育の認知度は就学前児童で最も低く、小学

生児童で下位２位となっています。（p21,22） 

〇子どもがよりよい環境のもとで成長できるよう、関係機関が情報を共有しながら支援をしていきます。 

 

主要施策 事業内容 担当課(担当係) 今後の方向性 

障がい児支援体制の
充実 

保健、医療、福祉、教育等の各種施策が体
系的かつ円滑に実施されるように、専門的・
広域的な観点からの支援を行うとともに、
自立支援医療（育成医療）の給付や障がい
に応じた専門医療及び療育機関との連携を
図り、支援体制の充実に努めます。 

健康福祉課 
(福祉係) 
(健康支援係) 
(子育て支援係) 
教育課 
(学校指導係) 

拡充 

教育支援体制の充実 小中学校の教員の資質向上策への支援・
協力、保護者等への相談支援や小中学校に
おける障がいのある児童生徒への教育的支
援に努めます。 

教育課 
(学校指導係) 
健康福祉課 
(福祉係) 
(健康支援係) 
(子育て支援係) 

拡充 
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第３章 教育・保育の量の見込みと確保方策 
 

 

１ 子ども・子育てに関する事業の推進 

子ども・子育て支援法では、子ども・子育て支援事業計画において、「教育・保育」、「地域子ども・子

育て支援事業」を提供する区域（以下「教育・保育提供区域」という。）を定め、当該区域ごとに「量の

見込み」、「確保の内容」、「実施時期」を定めることとされています。教育・保育提供区域の設定にあた

っては、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育

を提供するための施設整備の状況やその他の条件を総合的に勘案するとともに、地域の実情に応じて、

保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域を定めることとなっています。その際、教

育・保育提供区域は、地域型保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となることを踏まえて、

設定する必要があります。 

本町においては、既存の整備状況で全町的な利用ニーズに対応している事業等もあることから、効率

的に資源を活用できるよう、教育・保育提供区域を１圏域と設定しつつ、地域のニーズに応じた教育・

保育、地域子ども・子育て支援事業の整備に努めます。 

また、令和元年 10月から幼児教育・保育の無償化が実施されたことに伴い、「子どものための教育・

保育給付」に加え、新たに「子育てのための施設等利用給付」が創設されました。「子育てのための施設

等利用給付」の実施にあたっては、保護者や保育施設等へ制度内容や給付手続きに関する周知を図り、

公正かつ適正な支給の確保と保護者の経済的負担の軽減や利便性を考慮した円滑な給付を行います。 
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２ 教育・保育の量の見込みと確保方策 

国の方針では、子ども・子育て支援に係る現在の利用状況及び潜在的な利用希望を含めた利用希望を

把握した上で、令和２年度から５年間の、教育・保育事業、及び地域子ども・子育て支援事業の量の見

込みを定めるとともに、その提供体制の確保の内容及びその実施時期等を盛り込むこととされています。 

本町においても、平成 30年度に実施したニーズ調査をもとに、事業の利用実績や現在の提供体制、人

口推計などの今後の動向を踏まえ、目標事業量を設定しています。また、今後５年間の施設整備、事業

の方向性などを踏まえ、量の見込みに対する確保の内容を設定しています。目標事業量を設定するにあ

たり、家庭類型を以下のように設定しました。 

 

＜家庭類型の種類＞ 

タイプ 父母の有無と就労状況 

Ａ ひとり親家庭 

Ｂ フルタイム × フルタイム 

Ｃ フルタイム × パートタイム（就労時間：月 120h ＋ 64h～120hの一部） 

Ｃ′ フルタイム × パートタイム（就労時間：月 64h未満 ＋ 64h～120hの一部） 

Ｄ 専業主婦（夫） 

Ｅ パートタイム × パートタイム（就労時間：双方が月 120h以上 ＋ 64h～120hの一部） 

Ｅ′ パートタイム × パートタイム（就労時間：いずれかが月64h未満 ＋ 64h～120hの一部） 

Ｆ 無職 × 無職 

 

 

それぞれの認定区分ごとに対象となる子どもと利用可能な施設は以下のとおりです。 

 

＜子どもが利用できる施設（認定別）＞ 

 １号認定 ２号認定 ３号認定 

対象となる子ども 
３歳以上 ３歳以上 ３歳未満 

制限はない 保育の必要性がある 保育の必要性がある 

利
用
可
能
施
設 

認定こども園 ○ ○ ○ 

幼稚園 ○   

保育園  ○ ○ 

小規模保育事業所   ○ 
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なお、各認定の対象となる家庭類型は以下の通りになります。本町では、２号認定に該当する児童に

おいても教育を希望する者は１号認定として、扱います（令和４年度まで）。 

 

＜各認定の比較＞ 

 対象年齢 家庭類型 町による補正 

１

号

認

定 

教育を希望 ３～５歳 

Ｃ′ 

Ｄ 

Ｅ′ 

Ｆ 

 

２

号

認

定 

保育

が 

必要 

教育を 

希望 
３～５歳 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｅ 

認定こども園（教育）を利用す

ることから、１号認定の見込み

として考える（令和４年度まで） 

上記 

以外 

 

３

号

認

定 

保育が 

必要 
０～２歳 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｅ 

 

 

（１）１号認定 

単位：人   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 43 48 44  9 11 

B 確保の内容 76 80 77 27 27 

B-A 33 32 33 18 16 

 

【計画期間中の確保内容】 

・認定こども園杉の子幼稚園 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

利用者は近年減少傾向になっています。今後も需要に対応する必要量を確保します。 

 

※ 当初計画から令和５年度・令和６年度の量の見込みと確保の内容を変更しました。 

量の見込みの変更…令和５年度施設利用申込状況による 

確保の内容の変更…各施設利用定員の合計による 
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（２）２号認定 

単位：人   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 182 198 191 204 180 

B 確保の内容 186 198 191 215 215 

B-A 4 0 0  11 35 

 

【計画期間中の確保内容】 

・遊佐保育園 

・藤崎保育園 

・吹浦保育園 

・認定こども園杉の子幼稚園 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

現在の提供体制で確保されておりますが、引き続き保護者のニーズや地域の実情を把握しながら、必

要量を確保します。 

 

※ 当初計画から令和５年度・令和６年度の量の見込みと確保の内容を変更しました。 

量の見込みの変更…令和５年度施設利用申込状況による 

確保の内容の変更…各施設利用定員の合計による 
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（３）３号認定 

[0歳] 

単位：人   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 39 37 36 40 40 

B 確保の内容 39 37 36 40 40 

B-A 0 0 0 0 0 

 

[1・2歳] 

単位：人   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 125 108 105 89 77 

B 確保の内容 125 115 115 110 110 

B-A 0 7 10 21 33 

 

【計画期間中の確保内容】 

・遊佐保育園 

・藤崎保育園 

・吹浦保育園 

・認定こども園杉の子幼稚園 

・小規模保育事業所（はぐの家） 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

０歳児・１歳児は産休や育休後の入所が増加しております。今後も需要に対応する必要量を確保しま

す。 

 

※ 当初計画から令和５年度・令和６年度の量の見込みと確保の内容を変更しました。 

量の見込みの変更…令和５年度施設利用申込状況による 

確保の内容の変更…各施設利用定員の合計による 
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３ 地域子ども・子育て支援事業の推進 

（１）利用者支援事業 

○子育て中の親やその子ども並びに妊婦やその配偶者が、教育・保育施設や地域の子育て支援事業を円

滑に利用できるよう、身近な場所で情報提供を行い、必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係

機関と連絡調整を実施する事業です。 

○事業の主な内容は「相談支援」「地域連携」「情報提供」の 3つがあります。また、事業類型は、主に

行政機関窓口を活用し事業を行う「特定型」と、行政窓口以外で親子が継続的に利用できる施設を活

用し包括的に事業を展開する「基本型」、保健師などの専門職がすべての妊産婦等の状況を継続的に

把握し、必要に応じて関係機関と協力しながら総合的に支援を行う「母子保健型」があります。 

 

【量の見込み】 

単位：施設   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 0 0 0 1 1 

B 確保の内容 0 0 0 1 1 

B-A 0 0 0 0 0 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

〇計画策定当初、事業量の設定は行っておりませんでしたが、平成３０年度設置の子育て世代包括支援

センターが「母子保健型」に該当するため当初計画を変更し、令和５年度・令和６年度の事業量の設

定を行います。 
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（２）時間外保育事業 

○保育園や認定こども園の園児（２号・３号認定）の保護者が勤務時間帯等の都合で、基本保育時間を

超えて継続的に保育が必要な場合や、急な残業等で一時的に保育時間の延長が必要な場合に利用する

事業です。 

 

【量の見込み】 

単位：人/年   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 78 77 74 90 90 

B 確保の内容 78 77 74 90 90 

B-A 0 0 0 0 0 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○現在、町内すべての保育園・認定こども園において実施しています。今後も事業の充実を図り、見

込量に対する提供体制を確保していきます。 

 

※ 令和４年度実績見込みに基づき、当初計画から令和５年度・令和６年度の量の見込みと確保の内容を

変更しました。 
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（３）放課後児童健全育成事業 

○就労等により昼間保護者が家庭にいない小学生を対象に、放課後等に学童保育所で適切な遊びと生活

の場を提供し、児童の健全な育成を図る事業です。 

 

【量の見込み】 

[低学年] 

単位：人/年   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 103 102 103 103 107 

Ａのうち放課後児

童健全育成事業 
52 51 52 52 56 

Ａのうち放課後子

ども教室 
51 51 51 51 51 

B 確保の内容 103 102 103 103 107 

Ｂのうち放課後児

童健全育成事業 
52 51 52 52 56 

Ｂのうち放課後子

ども教室 
51 51 51 51 51 

B-A 0 0 0 0 0 

 

[高学年] 

単位：人/年   

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○放課後児童クラブと同じく、放課後児童対策として実施している放課後子ども教室や遊佐町子どもセ

ンター（わくわく未来館）とも連携を図りながら、放課後における児童の居場所を確保する必要があ

ります。 

○令和５年度に開校予定の統合小学校に係る新校開校準備委員会での児童の放課後の居場所の確保に

関する協議を踏まえ、提供体制を検討します。 

  

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 60 59 58 55 55 

Ａのうち放課後児

童健全育成事業 
31 30 29 26 26 

Ａのうち放課後子

ども教室 
29 29 29 29 29 

B 確保の内容 60 59 58 55 55 

Ｂのうち放課後児

童健全育成事業 
31 30 29 26 26 

Ｂのうち放課後子

ども教室 
29 29 29 29 29 

B-A 0 0 0 0 0 
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（４）子育て短期支援事業 

○保護者の病気などの理由により、家庭において子どもを養育することが一時的に困難となった場合等

に、児童養護施設その他の保護を適切に行うことができる施設において、一定期間、養育・保護を行

う事業のことです。 

○この事業には、利用目的や時間帯などにより、「短期入所生活援助（ショートステイ）事業」と「夜間

養護等（トワイライトステイ）事業」の２つの事業形態があります。 

 

【量の見込み】 

単位：人日   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 11 11 11 11 11 

B 確保の内容 11 11 11 11 11 

B-A 0 0 0 0 0 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○現在までに実績はありませんが、今後の需要に対して対応できる提供体制を確保していきます。 

 

（５）乳児家庭全戸訪問事業 

○生後４ヶ月までの乳児のいるすべての家庭を、保健師、助産師、保育士（子育てコーディネーター）

（場合によっては臨床心理士、家庭児童相談員）などが直接訪問し、育児に関する相談や子育て支援

に関する情報提供を行うとともに、各家庭の養育環境の把握を行う事業です。 

○育児相談や子育てに関する情報提供のみならず、各家庭の養育環境を把握することが本事業の目的で

す。社会的な支援を必要としている子育て家庭の孤立を防ぐねらいがあります。 

 

【量の見込み】 

単位：人   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 62 60 58 56 54 

B 確保の内容 62 60 58 56 54 

B-A 0 0 0 0 0 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○現在、保健師等が乳児のいる家庭を訪問しており、今後の見込量に対する提供体制は十分に確保でき

ている状況です。今後も支援が必要な家庭に対して適切なサービス提供に結びつけるため、着実に事

業を実施します。 
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（６）養育支援訪問事業 

○子育て不安など家庭養育上の問題を抱え、支援・相談中の家庭に対し、子ども家庭支援員等を派遣し、

適切な育児相談・支援を行う事業です。 

○具体的な支援内容としては、産後の育児支援や簡単な家事等の援助、未熟児や多胎児等に対する育児

支援・栄養指導、養育者の身体的・精神的不調に関する相談・指導、若年の養育者に対する育児相談・

指導、児童が児童養護施設等を退所後にアフターケアを必要とする家庭等に対する養育相談・支援な

どがあります。 

○上記、全戸訪問の際に養育支援を必要とする家庭に対し、継続訪問を行います。また発達上、気にな

る子どもを持つ家庭についても、継続訪問を行います。 

 

【量の見込み】 

単位：人   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 6 6 6 20 20 

B 確保の内容 6 6 6 20 20 

B-A 0 0 0 0 0 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○近年の国の動向として、平成 28 年に改正された児童福祉法に、児童が家庭において健やかに養育さ

れるよう、保護者を支援することが市町村の責務として明記されており、養育支援を必要とする家庭

への支援の充実が求められています。本町においても、養育支援が必要な家庭を、さまざまな経路を

通じて、早期に把握する必要があります。 

○本事業の実施にあたっては、適切な支援を養育支援が必要な家庭につなげるため、児童相談所や警察、

母子保健所管の係、医療機関など、さまざまな関係機関とのネットワークを強化していきます。 

 

※ 令和２～４年度実績に基づき、当初計画から令和５年度・令和６年度の量の見込みと確保の内容を変

更しました。 
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（７）地域子育て支援拠点事業 

○乳幼児及び保護者が相互の交流を行う場所として、子育てについての相談、情報の提供、助言等の支

援を行う事業です。 

○通常の支援事業としては、交流の場の提供・交流促進や子育てに関する相談・援助、地域の子育て関

連情報の提供、子育て支援に関する講習等があり、利用者支援事業を組み合わせて、さらに機能強化

を図ることも想定されます。 

 

【量の見込み】 

単位：人日   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 1,506 1,342 1,301 1,267 1,220 

B 確保の内容 1,822 1,822 1,822 1,822 1,822 

B-A 316 480 521 555 602 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○わくわく未来館を中心に実施しており、子育て相談や親子の交流、子育てサークルの活動の場などを

提供しています。今後も多くの方に利用していただけるよう、事業内容の改善や体制の強化を行い、

今後の見込量に対する提供体制を十分に確保します。  
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（８）一時預かり事業 

○保育所を定期的に利用していない家庭において、一時的に家庭での保育が困難となった場合や、育児

疲れによる保護者の心理的・身体的負担を軽減する必要がある場合等に、保育所等において、子ども

を一時的に預かる事業です。一時預かり事業は、４つの類型があります。 

＜一時預かり事業の事業類型＞ 

 

【量の見込み】 

[幼稚園型（在園児）【幼稚園における一時預かり（預かり保育）】] 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった在園児について、通常の教育時間後や長期休

業中などに、幼稚園又は認定こども園において一時的に預かる事業です。        

単位：人日/年   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 13 16 13 276 276 

B 確保の内容 200 200 200 480 480 

B-A 187 184 187 204 204 

 

※ 令和４年度実績見込みに基づき、当初計画から令和５年度・令和６年度の量の見込みと確保の内容を

変更しました。 

 

[幼稚園型以外（在園児除く）] 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児または幼児について、主として昼間にお

いて、保育園その他の場所で一時的に預かる事業です。              

単位：人日/年   

 

類型 事業概要 

一般型 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間にお

いて、保育所や地域子育て支援拠点のほか、商店街などの利便性の高い場所で、一時的に

預かり必要な保護を行う事業 

幼稚園型 
幼稚園での預かり保育については、一時預かり事業として取り扱われることとなり、園児の預

かり保育を行う事業 

余裕活用型 
認定こども園等において、利用児童数が定数に達していない場合に、定員まで一時預かり事

業として受け入れる事業 

訪問型 
居宅訪問型保育に準じ、保育の必要性の認定を受けない児童について、各家庭への訪問に

より一時預かりを行う事業 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 366 397 383 85 85 

B 確保の内容 624 624 624 624 624 

B-A 258 227 241 539 539 
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【提供体制、確保方策の考え方】 

○今後も体制の強化を図ることにより、事業の充実を図ります。 

 

※ 令和４年度実績見込みに基づき、当初計画から令和５年度・令和６年度の量の見込みを変更しまし

た。 

 

（９）病児・病後児保育事業 

○子どもが病気又は病気の回復期にあり、集団保育や家庭での保育が難しく、保護者も就労等で保育で

きない場合に、保育士や看護師がいる専用施設で一時的に保育を行う事業です。 

○この事業の類型としては、「病児対応型・病後児対応型」、「体調不良児対応型」、「非施設型（訪問型）」

の３類型があります。 

＜病児・病後児保育事業の事業類型＞ 

 

 

 

 

 

 病児対応型・病後児対応型 体調不良児対応型 非施設型（訪問型） 

事業内容 

地域の病児・病後児につい

て、病院・保育所のスペース

等において看護師等が一時

的に保育する事業 

保育中の体調不良児を一時

的に預かるほか、入所児に対

する保健的対応や地域の子

育て家庭や妊産婦等に対す

る相談支援を実施する事業 

地域の病児・病後児につい

て、看護師等が保護者の自

宅へ訪問し、一時的に保育す

る事業 

＊平成 23年度から実施 

対象児童 

病状の急変は認められない

が、病気の回復期に至ってい

ない（病後児は回復後）ことか

ら、集団保育が困難で、かつ

家庭での保育にも欠けている

概ね 10歳未満の児童 

事業実施保育所に通所して

おり、保育中に微熱を出すな

ど体調不良となった児童であ

って、保護者が迎えに来るま

での間、緊急的な対応を必要

とする児童 

病児及び病後児 

事業主体 
市町村又は市町村が適切と

認めた者 

市町村又は保育所を経営す

る者 

市町村又は市町村が適切と

認めた者 

実施要件 

■看護師：利用児童概ね 10 

人につき１名以上、保育

士：利用児童概ね３人につ

き１名以上 

■病院・診療所、保育所等に

付設された専用スペース又

は本事業のための専用施

設 

■看護師等を常時２名以上

配置（預かる体調不良児の

人数、看護師１名に対し２

名程度） 

■保育所の医務室、余裕ス

ペース等で、衛生面に配慮

されており、児童の安静が

確保されている場所 

■預かる病児の人数は、一

定の研修を修了した看護

師等、保育士、家庭的保育

者のいずれか１名に対して

１名程度とすること 
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【量の見込み】 

単位：人日   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 3 3 3 3 3 

B 確保の内容 3 3 3 3 3 

B-A 0 0 0 0 0 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○本町においては提供事業者がないため、近隣市町の事業者との連携の上、サービス提供を図ります。 

 

（10）ファミリー・サポート・センター事業 

○子育てのお手伝いをしてほしい人（依頼会員）と子育てのお手伝いができる人（協力会員）が会員登

録し、地域のなかで支え合いながら子育てを行う事業です。 

○具体的な援助活動としては、保育施設までの送迎や放課後における子どもの預かり、冠婚葬祭・買い

物などの私用の際の一時預かりなどがあります。 

○本事業を利用するには、依頼会員、提供会員ともに、事前にファミリー・サポート・センターへの会

員登録を行う必要があります。 

 

【量の見込み】 

単位：人日   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 0 0 0 0 0 

B 確保の内容 0 0 0 0 0 

B-A 0 0 0 0 0 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○本町においては、提供事業者がないため、将来的に利用希望があった場合、近隣市町の事業者との連

携の上、サービス提供を図ります。 
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（11）妊婦健診事業 

【事業の概要】 

○妊婦の健康管理の充実や経済的負担の軽減を図り、安心して妊娠・出産ができるよう、医療機関で受

ける妊婦健康診査（医学的検査を含む。）にかかる費用のうち一定の額を公費で負担する事業です。 

○妊婦が受診することが望ましい健診回数・実施期間、検査項目の基準について、厚生労働大臣が定め

ることとされています。 

 

【量の見込み】 

単位：回数   

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

A 量の見込み 486 471 455 476 464 

B 確保の内容 486 471 455 476 464 

B-A 0 0 0 0 0 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○妊娠届出時の母子健康手帳を交付する際に、妊婦健康診査受診票を合わせて交付することにより、健

診に係る費用負担を軽減し、受診率の向上を図ります。 

○引き続き受診しやすい体制の整備に努めることにより、妊娠期からの切れ目のない支援体制を関係機

関と連携し構築します。 

 

※ 妊娠届出数は減少傾向にありますが、妊娠届出週数の早期化により８５％の妊婦が妊婦健診を受診す

る見込みとし、当初計画から令和５年度・令和６年度の量の見込みと確保の内容を変更しました。 

令和５年度 ４０人×１４回×８５％＝４７６回 

令和６年度 ３９人×１４回×８５％＝４６４回 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【事業の概要】 

○保護者の世帯の所得状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、

文房具その他教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成し、

一定の基準に該当した場合に保護者の負担軽減を図るため助成を行う事業です。 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○必要に応じて事業実施について検討します。 

 

 

（13）多様な主体が参入することを促進するための事業 

【事業の概要】 

○特定教育・保育施設等への民間事業者の参入促進及び多様な事業者の能力を活用しながら、小規模保

育所等の設置又は運営を促進するための事業です。 

○本事業は、新規施設事業者が円滑に事業を実施できるよう、新規施設等に対する実地支援、相談・助

言、小規模保育事業等の連携施設のあっせん等を実施します。 

 

 

【提供体制、確保方策の考え方】 

○「待機児童解消加速化プラン」による保育の受け皿拡大や、子ども・子育て支援新制度の円滑な施行

のためには、多様な事業者の能力を活用しながら、小規模保育事業所などの設置を促進していくこと

が必要です。 

○必要に応じて事業実施について検討します。 
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４ 教育・保育の一体的提供及び推進に関する体制の確保 

子ども・子育て支援新制度では、保護者の就労状況等にかかわらず、そのニーズや選択に応じた多様

で総合的な子育て支援を進めることを目指しています。幼稚園と保育所の機能や特徴を併せ持ち、地域

の子育て支援も行う認定こども園は、教育・保育を一体的に受けることが可能な施設として位置づけら

れています。本町では、平成 27 年度から町内私立幼稚園が認定こども園に移行し、保護者の子どもの

教育・保育に対する選択の幅が広がりました。今後も教育・保育の一体的な提供の推進を図っていきま

す。 

認定こども園及び保育所と小学校との連携では、接続期の教育の充実と円滑に接続させることを目的

として毎年実施している研修・意見交換については、継続して実施します。 

また、国は「新・放課後子ども総合プラン」において、放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体

的な実施を推進しています。本町では、令和５年度に開校予定の統合小学校に係る新校開校準備委員会

における児童の居場所の確保についての協議を踏まえ、放課後児童対策を進めていきます。 
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資料 
１ 遊佐町子ども・子育て会議 委員名簿 

 

No. 所属 氏名(敬称略) 備考 

１ 遊佐町 副町長 本宮 茂樹  

２ 遊佐町まちづくり協議会連合会 
土門 尚三 

蕨岡まちづくり協会 会長 
（令和元年 12月まで） 

阿部 千惠 
蕨岡まちづくり協会 副会長 
（令和２年１月から） 

３ 遊佐町社会福祉協議会 村上 亜也 総務係長 

４ 遊佐町校長会 伊藤 順一 遊佐小学校 校長 

５ 遊佐町民生児童委員 村上 美喜 主任児童委員 

６ 遊佐町 PTA連絡協議会 阿部 勝志 遊佐中学校 PTA会長 

７ 遊佐町 PTA連絡協議会 髙野 千穂 遊佐中学校母親委員 

８ 認定こども園保護者 佐藤 裕也 
認定こども園 杉の子幼稚園 
保護者会会長 

９ 町立保育園保護者 高橋 祐紀 吹浦保育園保護者会 副会長 

10 放課後子ども教室 高橋 美紀 
吹浦こども教室 
コーディネーター代表 

11 放課後児童クラブ 鈴木 緑 あそぶ塾 放課後児童支援員 

12 認定こども園 遠田 裕子 杉の子幼稚園 園長 

13 教育委員会 髙橋 善之 教育課長 

14 町立保育園 澤口 恵 遊佐保育園 園長 

15 健康福祉課 健康支援係 三浦 恵 主査保健師（母子保健担当） 

 

 

事務局 所属 氏名 備考 

１ 健康福祉課長 中川 三彦  

２ 健康福祉課長補佐兼子育て支援係長 渋谷 志保  

３ 健康福祉課 子育て支援係 主事 佐藤 大智  

４ 健康福祉課 子育て支援係 主事補 大場 裕也  

５ 教育委員会 教育課 社会教育係 主査 斎藤 浩一  
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２ 計画の策定経過 

 

年 月 日 実施項目 内容 

令和元年 
11月 20日 

第１回 遊佐町 子ども・子育て会議 ○計画骨子案について 

令和２年 
１月 23日 

第２回 遊佐町 子ども・子育て会議 ○計画素案について 

令和２年 
３月４日 
〜３月 18日 

パブリックコメント ○計画素案について 

令和２年 
３月 24日 

第３回 遊佐町 子ども・子育て会議 ○計画案について（承認） 
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